
令和 6年第 3回高森町定例会一般質問 

 

令和 6年 9月 10 日 午前 9時 開議 

会場：高森町役場 議場 

 

順序 氏名 質問事項 

1 佐々木 昌 Ⅰ 河川清掃の安全対策について 

2 本島 未来 
Ⅰ 「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」から考える包括的性

教育について 

３ 北沢 幸保 Ⅰ 地域計画の策定と策定後の推進等について 

4 小平 一博 Ⅰ 町の農業振興と市田柿振興を問う 

5 三浦 喜久夫 Ⅰ フレイル予防に関心を持ってもらい増々の普及を 

6 木下 啓爾 Ⅰ 今後の補助金・支援金に係わる施策について 

７ 原 敏明 Ⅰ アレチウリの駆除を問う 

８ 大島 正光 Ⅰ 南海トラフ巨大地震の対応について 

9 河合 隆俊 Ⅰ 災害時の「福祉的な支援」について 
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日程第９ 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（岩口友雄君） 日程第９、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ６番、佐々木 昌議員。 

○６番（佐々木 昌君） ６番、佐々木 昌です。 

次の事項について質問したいので、お願いいたします。 

質問項目、河川清掃の安全対策について、この及び地震の防災対策というの

は、削除してください。 

１回目の質問要旨ということで、（１）本年度の河川清掃の参加数は、年齢

別には、中学生の数は、よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 本年度の河川清掃の参加者数は 2,035 人でございます。

そのうち中学生は 13人でございます。 

年齢別とのお問い合わせでございますが、今年度、参加された皆さまへ活気

アップ商品券を配布をさせていただいておりますが、常会ごとの人数を自治会

から報告をいただいているだけで、参加された方を特定をいたしておりません

ので、年齢別の参加者数は把握ができていないという状況です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、２回目以降の質問に入ります。 

①番、今回の清掃での事故やけがの町への報告数はありますか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 町へ報告された事故等の件数でありますが、２件でご

ざいます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ②番、総合賠償保険制度の加入の仕方、これはどの部分を
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使っての対応をしているか、お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 長野県が加入いたします傷害保険が適用をされており

ます。事故が発生した場合には、町から県に報告をいたしまして、県が損害保

険を使って対応するという形になりますけれども、町といたしましては、被害

に遭われた方が町民の方でございますので、長野県や保険会社との間に入りま

して、被害に遭われた方へ丁寧に対応するように努めているところです。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ③番に移ります。 

先ほど常会の報告数、自治会の報告数だけで内容がわからないということで

すが、大体町のつかんでいる 65 歳以上の高齢者の参加率について、わかれば

お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今お話しいただきましたように、把握をしていないと

いう状況でございます。大体のというところでございますが、その部分につい

ても把握をしていないという状況です。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、④番、１年河川清掃を開かしたわけですが、河

川の状態での問題は全体的になかったかどうか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今年度、各区から実績報告をいただいた内容を紹介さ

せていただきますと、「樹木が太く大きくなっていて伐採が困難であった」「川

の草が伸びて川の淵以上になっていた」「去年実施してないこともあり、草の

量が多く、目標地点まで作業が終わらなかった」「特に葦の繁茂、胡桃など雑

木の伸び、竹等の倒木が多く、作業が大変だった。危険なため手を付けられな

い場所もあった等でございます。 

当然のことかもしれませんが、１年実施をしないということで、草木が繁茂

し、作業が大変になるということ、作業効率が下がり、２時間という時間制限
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の中でこれまでできていた作業が終了しないといったことが挙げられるかとい

うふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、⑤番に移ります。 

先ほど中学生が 13 人という報告でございましたが、どんな作業をしたか、

その作業の種類について、お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 中学生の作業の内容については、把握をいたしており

ません。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、⑥番に移ります。 

飯田市や各町村の様子を私の方でお聞きした中でも、いろいろなやり方があ

るということがありますけれども、高森の場合、年に１回ということでやって

おりますが、年に数回の小さな単位で自治会や地区ごとにやる方法もあると思

いますけれども、町として今のやり方を継続するかどうか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 河川清掃につきましては、まちづくり懇談会の中でも

ご意見等をいただいていることもございまして、８月の区⾧会におきまして、

今後のあり方について議題として挙げ、各区⾧さんからご意見を頂戴したとこ

ろでございます。 

結論から申し上げますと、７区⾧さん皆さんが、今後も実施すべきというも

のでございました。 

ただし、活気アップ商品券配布が必要なのかどうなのかということ、また、

作業しきれなかった箇所の取り扱いをどうするのかといったこの２点について、

町として検討してもらいたいといったご意見を頂戴したところでございますの

で、来年度予算編成に合わせて検討をしてまいりたいと考えております。 

全町一斉ではなく、候補実施日を自治会等にお任せをするといった議員ご提

案のようなやり方につきましては、複数日を設けて実施するということが、町
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民にとってどういった利点があるのか、またどんなデメリットがあるのかとい

った部分につきましても、若干わかりかねるところもございますので、現時点

では、来年度も全町一斉で実施をしたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、（２）番の方に移らせていただきます。 

改めてでございますが、町が行うこの河川清掃の目的は何かという点を、箇

条で簡潔にお答え願いたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 毎年、町民の皆さまに河川清掃をご依頼する際の通知

文の中に、その目的を明記させていただいておるところでございます。その通

知文の中で、「農業や防火などの用水として、また、雨水などの排水先として、

生活には不可欠な地域の河川を確認をし、地域の皆さまのご協力で整えていた

だくことを目的とします」というふうにしてございます。 

また、身近な河川の環境保全、地域の防災力向上といった目的も有している

ものというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、（３）番に移ります。 

年度ごとの状況把握と危険性の排除や安全性について、中止の指示も含め、

各地区へどのように指導しているか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 危険性の排除や安全性について中止指示という、ご質

問の趣旨が若干ちょっとわかりかねるところもありますけれども、安全面につ

きましては、先ほどの通知文の中の諸事項といたしまして「時間や作業などは

無理のない範囲で行い、事故には十分ご留意ください。万が一、事故が発生し

た場合は、必ず報告をしてください」、さらに「作業は、無理のない範囲で実

施をしていただき、熱中症などにはならないようご注意ください」といった、

そういった注意喚起をさせていただいておりますし、区⾧会におきましても、

事故への配慮といったことにつきましては必ず申し添えているというところで
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ございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、①番の質問に入ります。 

一応町が呼びかけてやっている行事でございます。私も参加しましたが、一

部の河川清掃参加者の声としまして、高齢者が、河床が不安定の中で、川の深

みに転倒したという例が２件ばかりありました。それから、鎌とビーバーを同

時に使った際の非常に危険を感じたという例もありました。それから１年間の

清掃の開きで中洲が高くなり、作業の困難を来したというふうな例も聞こえま

した。例えば、鎌とビーバーはこの川には一緒に入らないとか、ビーバーの移

動するときはエンジンを切って行って安全に対応するとか、そういうような明

確な指導を一応、主催する町として指導すべきではないかと思いますが、お伺

いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 河川清掃に限らず、ビーバー、いわゆる刈払機、鎌等

を使用して地区館等の除草作業、区の山作業等の地域行事を行っておられるか

というふうに思いますが、機械等を使用する場合は、使用者の責任において、

使用上の注意を含め細心の注意を払い作業を行っていただくべきものと考えて

おります。河川清掃だからといって、ご指摘のような細かな、また明確な指導

はしていないという状況でございます。 

また、中洲の堆積土砂の件につきましては、地区計画等を通じ、町として把

握をし、県の方へ依頼をしているということでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 作業の困難箇所には人を入れないとか、事前の指導や地区

との協議が必要という点で、もう少し詰める必要があるんじゃないかというふ

うに思いますが、お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 町で河川清掃を行っていただいておる川のすべての箇

所を把握するということは困難でございますので、地域のご判断で、作業が困
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難な場所ですとか、危険性が著しいと思われる箇所につきましては、作業範囲

から除いていただきたいというふうに考えます。まずは、事故がないように安

全第一で実施をしていただくということが、まずもって大切であるというふう

に町としては認識をしておるところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、最後の③番の質問です。 

地域の学習、あるいはコミュニティの体験としての中学生の河川清掃の参加

は、極力危険を取り除いた場所を指定して、一度行政が事前整備したような河

川に入り、安全な水量の時期に学習的な作業をするのが適切だと考えますが、

この点についてお伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 中学生の参加につきましては、町長が進めます地域人

材教育の一つだということでございます。中学生に刈払機を使わせて危険な作

業を行ってもらうということを目的にしているわけではなく、保護者や地域の

皆さまが身近な河川を自ら守る活動を見るということ、また、自身も河川周辺

のごみ拾い等軽作業を行い、地域に愛着を持ち、自然愛護や環境保全等の気持

ちを育み、大人が取り組む姿から何かを感じてもらえればといった、そういっ

た趣旨で中学生に参加を呼びかけているところでございます。 

先ほど、作業の内容につきましては把握をいたしておりませんけれども、各

区におきましては、安全性のあるその作業へ配慮をするんだといったようなこ

とについてもお聞きをしているところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） これで私の質問を終わりますが、やはり行政が旗を振る以

上は、重ね重ねでも安全性について確認し合って、今後も河川清掃の行事を続

けてもらいたいということを要望して、私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告２番 本島未来（１番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） １番、本島未来議員。 

○１番（本島未来君） 議席番号１番、本島未来。 
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通告に従い、歯止め教育から脱却し、「国際セクシュアリティ教育ガイダン

ス」から考える包括的性教育について、質問をしていきます。 

今、私が本日の一般質問の内容を告げたとき、身構えた方、または不快感を

感じた方もいたのではないでしょうか。いつから日本の学校では性教育がタブ

ーと言われるようになってしまったのでしょうか。 

世の中には、性に関する情報がとてもあふれています。子どもたちは日々イ

ンターネットやＳＮＳから多く誤った性に関する情報を簡単に入手できる状態

です。その悪影響があちらこちらで生じており、いま子どもたちは大変危険な

状況にさらされています。 

こうした状況を改善するためにも、小さいときから性に対する正しい知識に

触れることは急務で、学校や家庭で包括的性教育について学び、話し合える環

境をつくっていくことが重要になっていると思います。包括的性教育は、人権

教育です。性道徳ではない性教育を学ぶ意味を感じ取っていただきたいと思い

ます。 

では、質問に入ります。 

国際セクシュアリティ教育ガイダンス、略して包括的性教育とは、性をめぐ

るさまざまな要素を含む教育です。具体的には、生殖や性的行動におけるリス

ク、また、性に関する疾病について教えることにとどまらず、性を権利として

捉え、人権を基盤におき、コミュニケーションやジェンダー、セクシュアリテ

ィ平等、差別や暴力、社会的・文化的要因、またメディアリテラシーなどを取

り扱います。子どもや若者たちが性にまつわる自分たちの権利、社会の状況、

構造を知り、その上で意識決定をしたり自分の権利保障について意見を表明し

たりして、自他の幸福を実現していくための手助けをすることを目指していま

す。 

では、質問の（１）番、国際セクシュアリティ教育ガイダンスについての見

解について、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 近年、子どもを取り巻く環境は大きく変化をいたしました。

その一つに、性の問題もあります。日本では、以前から性をタブー視する風潮

がありました。しかし今では、ＳＮＳ等を通じて、簡単に性に関する情報が入

ってきます。そして、性暴力、性的虐待、児童ポルノ、ストーカーなど、性に
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まつわる犯罪が社会問題として日常的に取り上げられるようになりました。ま

た、性の多様性についても、認識されるようになりつつあります。 

国際セクシュアリティ教育ガイダンスでは、体の発達やジェンダーのことだ

けでなく、暴力と安全確保や人間関係、価値観や人権など、幅広いテーマを包

括的に捉え、学習目標や内容が整理されています。このことは、昨今の子ども

を取り巻く社会的環境の大きな変化と照らし合わせると、今後の方向性として

大変意味のあるものと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 基本的人権、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス/ラ

イツ、これは、性と生殖に関する健康と権利についてのものです。これらは、

自らの性のあり方をはじめ、妊娠・出産するか、しないか、いつ産むか、産ま

ないかなど、自分の体のことを自分で決める権利を指すものです。いわば、そ

の人がその人らしく生きる権利といえます。「MY BODY MY CHOICE」、今年は 10

月に、来月ですね、ジュネーブの国連で女性差別撤廃委員会 CEDAW が日本審査

も行われます。 

そういったことから、性教育は人権教育であり、性教育を学ぶことは、若者

にとっての権利といえますが、当町の性教育はこの権利をどの程度尊重できて

いるのか、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 国際セクシュアリティ教育ガイダンスでは、性を権利と位

置づけ、子どもたちにそうした知識や価値観を身に付けさせるとされています。 

当町の教育現場においては、人権や性それぞれについて大切に扱っています。

しかし、性を権利として捉えるような価値観に触れる指導は、現在のところ行

っておりません。これは、教師を含め私たち大人たちが、性を権利としては学

んでこなかったということが影響をしていると思います。しかし、これからは、

性は権利であるという視点は、個人の尊厳という観点からも、教育課程の編成

において取り込むべきと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 性教育に対する認識が今どんどん変わってきていること、と

てもうれしく思います。 

また、性科学の国際的な、すいません。 
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私たちのもちろん子どもや若者たちを含む性の権利というものは、どのよう

なものでしょうか。 

先ほど教育長がおっしゃったように、これは大人にとっても難しい問いかも

しれません。なぜなら、大人も性の権利についてしっかりと学んだ経験がない

からですね。先ほど教育長もおっしゃいました。多くの大人が、性イコール恥

ずかしいもの、隠すものと捉えて、自分の体のことさえよくわかっていないと

いうのが実態にあります。そういう人こそ、自分の体と向き合い、向き合い方

をしっかり知ってほしいと思いました。 

また、性科学の国際的な学会である性の健康世界学会 WAS が発表している性

の権利宣言では、性の権利について、性の権利はセクシュアリティ、性に関す

る人権であるとした上で、性に関する 16 項目の権利を宣言しています。その

中の 10 項目、第 10 項目には、教育を受ける権利、包括的な性教育を受ける権

利では、人は誰も教育を受ける権利及び包括的な性教育を受ける権利を要する。

性教育は、年齢に対して適切で、肯定的なアプローチをその基盤に置くもので

なければならない。特に、子どもが教育を受ける権利を保障する義務が、国民、

特に国や大人に課せられています。 

これらを踏まえると、私たちには、法的性教育を受ける権利があり、特に、

子どもが法的性教育を受けられるように、大人が教育環境を整えなければなら

ないということになります。 

子どもたちに対する現状の「性に関する指導」について、先ほど軽くお伺い

しましたが、現在、どのような教材を使用し、どのように指導しているのか、

詳しくお聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 性に関する指導につきましては、保育園でも、子どもの発

達に応じて、体の大切なところについて、日常生活の中で触れております。小

中学校では、学級活動や保健体育の指導の中で教育課程に位置づけ、学年ごと

の計画により実施をしています。特に特設の性指導については、その指導案や

生徒の感想等を保健室に保存し、次年度に活用できるようにしています。 

小学校低学年では、学級活動の中で男の子と女の子の違いやプライベートゾ

ーンなどについて、中学年になると保健の授業が始まり、４年生では思春期の

体の変化について学び、初経や精通という用語も出てきます。また同時に、個
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人差についても学びます。さらに高学年では、性の多様性や性被害などについ

ても触れています。 

中学校の保健体育の授業では、排卵と月経の仕組みや射精の仕組み、受精と

妊娠、性意識や性衝動、性情報への対処などについて学んでいます。また、３

年生になると、性感染症についても学ぶほか、特設の保健指導におきまして、

性交や自慰、避妊、中絶などについても学習をしております。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 2023 年度から全国の学校では、命の安全教育が本格スター

トしました。これは、文科省が、子どもたちが性暴力の加害者、被害者、傍観

者にならないよう、全国の学校において推進する性教育です。小学校低学年用

の教材には、イラストともに水着で隠れるところは、他の人に見せたり触らせ

たりしないようと、プライベートゾーンのことを学べるようになっています。 

一方で、ガイダンスでは、誰もが自らの体に、誰が、どこに、どのように触

れることができるかを決める権利を持っていると理解することが、５歳～８歳

のキーアイデアとして挙げられています。 

ここで、東京大学の活動について紹介します。 

東京大学では、2022 年 11 月に、包括的性教育のゼミがスタートしました。

これはユネスコの国際セクシュアリティ教育ガイダンスに基づいて、避妊や性

感染症などに関する知識だけではなく、性暴力からジェンダー、セクシュアリ

ティ、人権意識までを含めた包括的性教育を学びたいと、学生が主体で企画し

ました。これは単位としても認められています。ゼミでは、性教育の専門家が

講義を行います。自らのライフプランを立てるために、避妊や体の自己決定権

などについて学んだり、海外のレイプカルチャーや、スウェーデンの学校で取

り入れられているポルノへの向き合い方の授業など、各国の性暴力の現状や教

育について、学生同士が意見交換を行ったりしています。この参加している学

生の中から、学ぶ機会が不足していた性教育についての知識も含めて深く学ん

でいますが、本当は小学校、中学校など早い段階できちっと学べるようになっ

てほしいと思った。これまで性教育にあまり興味を示してこなかった人たちに

も、自分事として関心を持ってもらえるのではないかと、企画した学生たちも

大学側も期待をしている内容になっています。 

国内外から遅れが指摘されている日本の学校での性教育、また、その障壁と

して指摘されるのが、学校指導要領の歯止め規定です。性教育を実施するには、
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文科省が求める４つの留意点があり、実施可能かどうかは、学校長などの学校

管理職の考えによって大きく左右され、しっかり取り組みができるところもあ

れば、プリントを配るだけの学校もあり、地域や学校の違いが大きいのが現状

です。 

先ほど、高森の現状をお聞きして、直接的な教育の方もさせていただいてい

るということでしたので、高森は、他の学校よりかは十分かと思われますが、

学校の指導要領の中身、小学校５年生の理科、生命地域では、人は母体内で成

長し、生まれてくることを取り上げる際に、受精に至る過程は取り扱わないも

のとすると記述され、また、中学１年生の保健体育では、心身の機能の発達と

心の健康として、思春期には、内部分泌の働きによって生殖に関わる機能が成

熟すること。また、成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要になることに

ついて、生徒の理解を求めていますが、その際に妊娠や出産が可能となるよう

な成熟が始まるという観点から、受精、妊娠までを取り扱わないものとし、ご

めんなさい。受精、妊娠までを取り扱うものとし、妊娠の経過は取り扱わない

ものとすると示しています。妊娠や受精の経過や過程を教えずに、高校生の性

教育の授業では、突然、性病や避妊の話が出てくるというような流れになって

います。しかし、歯止め規定は、各学校において必要に応じ、児童生徒の実態

を踏まえて、個性を生かす教育を行う場合には、この規定にかかわらず学習指

導要領に示されていない内容を指導することも可能であると、中央答申の方で

示しております。これは、高森で現在、特設的な性教育を行っているというの

が、この中央教育審議会の答申の内容になぞらったものだと理解しております。 

子どもの実態をよく知る地方自治体こそが、国際的潮流に学んだ包括的性教

育を実践に取り組むべきと考えます。刑法における性的同意年齢が 13 歳以上

であり、県下でも妊娠、人工妊娠中絶を選択する未成年がゼロにならない現状

を踏まえ、義務教育で性教育や避妊の方法を教えないことの責任について、ど

のようにお考えでしょうか。性教育を受けることは、国際的には基本的人権の

一つだと認識されています。 

包括的性教育中心への学習内容の切り替えが、これからを担う子どもたちに

とって最善と考えますが、見解をお伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 従前から、健康や人間の体と発達については、学級指導や
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保健体育の授業で扱ってきました。また、子どもを取り巻く環境の変化を踏ま

えて、最近では、生殖や性的行動、性暴力やジェンダーなどについても取り扱

うようになってきました。 

一方、人間関係や人の価値観や人権などについては、道徳の授業などで扱っ

てきました。つまり、国際セクシュアリティ教育ガイダンスで示されている内

容は、道徳、保健体育あるいは理科、学級活動における３つの指導場面におい

て、それぞれ独立して学習してきています。 

こうした現状を踏まえると、ご指摘のように、これらを包括的に捉えた性教

育を構築していくことは、一つの方向性だと考えます。性を権利として捉える

ことにより、個人の尊厳への問題につながっていきます。また、それは、子ど

も一人一人のウェルビーイングとなっていきます。一般社会や学校現場が、ま

だこうした視点に至っていない状況でありますので、一気に切り替えというこ

とは難しいですが、まずは研究し、可能なところから取り入れていきたいと思

います。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 性教育の新たな段階が進むことを期待しております。 

では、ここからは、子どもたちの安全を守るための別角度の話をしたいと思

います。 

子どもの暴力防止プログラム CAP の取り組みを皆さんはご存じでしょうか。

CAPとは、子どもの暴力防止の頭文字を取って、そう呼んでいます。 

子どもが、いじめ、虐待、体罰、誘拐、痴漢、性暴力などさまざまな暴力か

ら自分の心と体を守る暴力防止のための予防教育プログラムです。 

プログラムでは、子どもたちに人権について、安心の権利、自信を持つ権利、

自由の権利というわかりやすい言葉で伝え、そして、大切な権利が奪われたと

きには、嫌だと言っていい、逃げてもいい、信頼できる大人に相談してもいい

という具体的な解決方法を伝えます。 

子どもが自分の安全を自分で守る術を身につけることは、被害を防ぐために

不可欠です。また、大人が子どもの気持ちを聞けるようになることも重要です。

子どもへの性教育は、早ければ早いほど良いというのがグローバルスタンダー

ドです。 

教職員ワークショップ、保護者ワークショップ、子どもワークショップ等、

子どもたちの安全のため、性教育に実績のある多方面の外部教師による授業へ
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の早期参入が必要と考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 性教育の外部講師の活用は、小中学校共に以前から実施を

しております。中学校では、先日、特設の保健指導を行い、男子対象には、病

院の医師を招いて、男子特有の性の悩みも含めた指導をしていただきました。

また、女子対象には、助産師さんを招いて、避妊や中絶も含めた指導をしてい

ただきました。 

昨年になりますが、学校保健委員会とＰＴＡ講演会をタイアップさせて開催

し、「あなたが自分らしくいられるあなたの性は？」と題したジェンダーの話

を、生徒と保護者が一緒にお聞きしました。 

小学校について、南小では、今年度の県教育委員会心の支援課の事業を活用

して、県警のスクールサポーターによるキャラバン隊に来ていただく予定でお

ります。そして、性暴力被害防止について、情報モラルと関連づけた話をして

いただく予定になっています。 

このように、学習指導要領に沿った保健体育の授業は、主に教員が行ってい

るものの、これとは別に特設の保健指導の時間を設定し、外部講師を招いた授

業を行っています。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 多方面な外部講師を学校に招き、子どもたちにさまざまな情

報、また正しい情報や機会など与えてくださっている現状にとても感謝します。 

では、大学の例、もう一つここでお知らせいたします、紹介しますね。 

慶應義塾大学では、2021 年から学生自治サークルや学生団体の代表に対し、

性犯罪や性暴力について学ぶ性教育講座の受講を義務づけました。性暴力の参

加者も、性暴力の加害者も被害者も生み出さないことがねらいです。現在、お

およそ 200 の団体の代表が講座を受けているそうです。講師は、専門的な知識

を学んだ学生が務めています。受講者は、強姦、盗撮、デートＤＶなどの明ら

かな犯罪から、性犯罪から、相手に同意を確認せずに体に触れる安易なボディ

タッチまで、あらゆる性暴力について、具体的な事例を基に学びます。そして、

そういった講座の中から、参加した学生からは、性暴力に対する認識が甘かっ

た、知らなかったという声が上がっているということです。そういうことまで

性暴力になるのか、という驚きが多かったそうです。 
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では、内閣府男女共同参画、子ども若者性被害に関する状況についての令和

５年６月 13 日の報告によりますと、身体接触を伴う性暴力被害に最初に遭っ

た年齢、０歳～６歳児未満の未就学児が 3.6％、７歳～12 歳小学生が 13.7％、

13 歳～15 歳の中学生 20.3％という衝撃的な数字が出ていました。若年層 16

歳～24 歳のうち４人に１人以上が 26.4％の人が何らかの性暴力に遭っており、

その中でも 16 歳～18 歳の高校生の時に最初に被害に遭ったという人が最も多

くなっています。 

性交を伴う性暴力被害の加害者は、学校、大学の関係者、教職員、先輩、同

級生、クラブ活動の指導員など、また、元交際相手、現交際相手、ＳＮＳなど

インターネットで知り合った人であり、強制性交等罪の認知件数 2023 年１月

～４月暫定値は、前年度の同期に比べ３割以上増加しています。０歳児～29

歳のいずれの年齢層でも増加しているのが現状です。加害者は、先ほどお伝え

させていただいた交際相手また配偶者、学校職員の関係者や先輩、同級生など、

また親類など、大多数は被害者が知っている人となっており、全く知らない人

からの被害は１％程度だそうです。 

また、性暴力被害について、女性の６割程度、男性の７割程度が、誰にも相

談しておらず、法務省の犯罪被害者実態暗数調査 2019 年によると、過去５年

に事件の被害届を出した人はわずか 14.3％でした。つまり、８割強が統計に

載ってこないので、出ている数字は氷山の一角と考えられます。 

子どもたちからの性暴力についてのＳＯＳが出てきたときに備え、教員や周

りの大人、私たちが、子どもたちのＳＯＳを受け取れることが重要となってお

ります。そのためには、大人が、「性と人権とジェンダー平等」を正しく認識

しておくことが何より求められるのではないかと思います。職員や周りの大人

がジェンダー平等を正しく認識するための機会の確保を今後どのように設ける

のか、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 先日、本県の教員を対象にした性教育のあり方指導につい

て、県教育委員会保健厚生課の指導主事に問い合わせをいたしました。すると、

保健的な内容も含めて人権という視点からの指導を大切にしているという回答

でした。これは、性と人権をつなげて捉える国際セクシュアリティ教育ガイダ

ンスの方向を取り入れたものです。 
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このことから、今後は各種研修会において、性と人権という視点での指導が

増えてくることが予想されます。これを受けて、今後は、県総合教育センター

などの研修会に、養護教諭や保健体育教員が参加し、これからの新たな性教育

の方向性を学び、学校に戻り、その内容を他の教員へ伝達し、あるいは指導計

画に反映させていくことができるかと思います。 

また、県から外部講師を招いてＰＴＡ講演会などを開催し、保護者にも正し

い認識を広めていくことが可能です。こうして、少しずつ新しい視点を取り入

れた包括的な性教育を模索していきたいと考えます。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） 昨今、性教育が人権教育として指導されているという言葉を

お聞きして、いよいよ始まったか、やっと追いついてきたんだと思って、今と

てもうれしく思います。 

では、ここで少しセンシティブな話にさせていただきます。 

長野県松本市の市立中学校で去年６月頃、運動外部講師、コーチをしていた

市内の 30 代男性が部員の女子中学生、当時３年生と性的関係を持つなど、不

適切な行為をしたのに、学校や市教育委員会がその後も１カ月以上にわたり外

部活動の指導を続けさせていたことがわかりました。市教育委員会は取材に対

し、突然辞めると周囲で理由の詮索が始まり、個人の特定につながる恐れがあ

ったと説明し、この中身は割愛させていただきますが、男性は、学校教育法設

置規則に基づいて、市教育委員会が雇用する正規職員の外部活動指導員ではな

く、学校が直接契約する外部指導員としてボランティアで指導していました。 

市教育委員会は、外部指導員が対象の研修会を定期的に開き、セクハラやパ

ワハラの防止を指導してきたが、外部指導者は研修への対象外だった。市教育

委員会が行う研修に今後は外部指導者も参加させるようにすると伝えています。 

そして実は、これを全文読んでいただくとわかるんですけれども、これを読

んでいて、私はとてもモヤモヤしました。発覚した後の対応は間違っていなか

ったのか、被害中学生の気持ちに寄り添い守ることができたのか、外部コーチ

の処分が甘かったのではないか、記事を目にしたであろう他の中学生に対し、

子どもの権利条約について、日頃から子どもに寄り添うとしている、そういっ

た行動があったのかどうか、このようなことはあってはならない、犯罪に当る

ことや性被害に遭ってしまったこの生徒は何も悪くないというのを伝えたのか、

そういったことがとても心配になりモヤモヤしました。 
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そこで、子どもを性被害から守ることを目的として、こども性暴力防止法、

いわゆる日本版ＤＢＳ法が 2024 年６月 19 日の通常国会で可決・成立しました。

これにより、学校設置者や認定を受けた民間教育保育事業者に対して、教育及

び保育等に従事させようとする者の性犯罪の前科確認など、子どもへの性暴力

を防止するための設置が義務づけられることとなりました。公布後２年以内に

施行され、子どもと接する仕事に就いている現職者も、性犯罪履歴照会の対象

となります。事業者には、職場での研修や被害の早期把握、相談体制の整備、

被害が疑われる場合の調査等も義務づけられ、加えて、事業所内の防犯カメラ

の設置や、子どもと職員が２人きりになる空間をつくらないなどといった具体

的な対策の強化が求められてきます。 

そこで、日本版ＤＢＳ法の法施行について、どのように受け止め、また教員

への共有状況なども含め、今後どのような施策の推進や研修を考えているのか、

お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 日本版ＤＢＳ法の可決・成立は、子どもを性被害から守り、

子どもの人権を擁護するために意味をなすものと捉えています。こども性暴力

防止法では、性犯罪歴の照会等の対応が義務づけられております。この法律が

施行されれば、学校や保育園等において、この法律に則って対応します。ふれ

あいスクール等においても同様です。 

各学校においては、現在でも職員の非違行為防止のための研修を定期的に行

っています。その中には性犯罪はもちろん、不適切な子どもとの接触などの内

容も含まれています。 

日本版ＤＢＳ法の施行にあたっては、その内容も含めた研修を行うことにな

ると思います。 

一方、県主催の管理職研修やキャリアアップ研修にも、この法律の内容が盛

り込まれますので、それを施策に反映させていきたいと思います。 

現在でも、教員の人事異動に際しては、教育委員会同士あるいは校長間で教

員についての情報共有を行っています。法律が施行されても、照会対象となる

性犯罪歴の範囲が限定的であると、そういった課題もあることも踏まえまして、

教員の任命権者である県教育委員会との連携を密にしながら、子どもの人権、

人としての尊厳を大切にするという観点から施策を構築していきたいと、その
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ように考えております。 

○議長（岩口友雄君） 本島議員。 

○１番（本島未来君） これからを担う子どもたちの安全を守るためには、大人の私

たちが学び、理解する動きが絶対的に必要になります。子どもの権利条約の内

容についても、知らない人は多いのではないかと思います。未だに子どもは親

の言うことを聞いて動くこと、ただただ善とし、本質の理解への歩み寄りに時

間を使っていないのが残念に思います。わかったふりや聞いたことがあるをや

め、動き出すことが、子どもたちの私たちの権利になること、子どもたちから

大人まで、正しい性の知識をどのように学び、どのように浸透させていけば良

いのか。時間はかかるかもしれませんが、さまざまな性教育を伝える、広げる

取り組み、性についての学びを前進して続けていく必要もあわせ、これを訴え

続けていきたいと思います。 

一般質問を終わります。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を 10時 15分といたします。 

 

休 憩  午前 時 分 

再 開  午前１０時１５分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告３番 北沢幸保（10 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 10番、北沢幸保議員。 

○１０番（北沢幸保君） 10番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、地域計画の策定と策定後の推進等について、

伺ってまいります。 

（１）に入ります。 

地域計画の策定について、町長は 12 月議会で、「国の策定期間にあおられる

ことなく、きちんと議論を進めながら、一つずつ議論が整ってきた地域から進

めていくように指示をさせていただいておる」と、そのように答弁をしており

ます。 

現在、町長は、どのように地域計画の策定を進める考えか、伺います。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 地域計画の策定については、今年度、農地の耕作者、それか

ら所有者に、10 年後の農地利用等について意向調査を行い、今年度のまちづ

くり懇談会において、地域計画をテーマに開催をさせていただいております。 

その場で、すべての農地を「地域計画」の対象にする必要はなく、将来、農

地以外への活用などについても議論を交わさせていただいておるということで

す。 

地域計画の策定は本年度末とされていますが、農地としてまとまりがある場

所、将来の耕作者の方向性が示されている地域で、今年度末の策定を目指し、

その後、追加であったりとか、もしくは抜ける、修正等を含めて、見直しなが

ら議論を進めて地域計画の対象地としていくというようなことが必要だと思っ

ております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

ただいまの答弁によりますと、今年度中に全町で地域計画策定するという考

えはないということでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 全町でという意味がちょっとわかりませんけれども、すべて

の農地を対象に地域計画の対象地とする必要はないという考えを持っておりま

す。ですので、例えば、まとまっている吉田河原、下市田河原、角田原、それ

から千早原とか増野の地域であったりとか、そういったところの今後の耕作者

の方向性がきちんと示されれば、そういった地域を優先に地域計画の対象とし、

間に合わなければ、その後の検討の中で地域計画の対象地とするということで

あれば、そのような方向性に持っていくというようなことを考えておるという

ことです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、①に移ります。 

当町では、多面的機能支援金は 19 集落、中山間地等直接支払制度は 17 集落
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で活用しております。 

また、農地利用最適化交付金、農業次世代人材投資資金など、国からの支援

金も活用しています。 

しかし、地域計画を策定しないと、令和７年度から国からの支援金がもらえ

ない事態が発生してしまうのではないかと、そのように懸念するわけですが、

その点について、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 多面的機能支払交付金や中山間地域等直接支払交付金な

ど、農地や担い手に係る補助事業について、「地域計画に紐づけ」することを

事業要件とし、その事業を増やしていくという新聞報道等がありましたが、具

体的には、どの事業を紐つけるかは、国でまだ検討中であり、現段階では、ま

だ具体的な情報は入ってきておりません。 

ただ、ご指摘のような懸念は考えられますので、国の動向を注視したいと思

っております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

この国からの支援を受けている地域というのは、全町に広がっておると思い

ます。今度、地域計画づくりの各区の話し合いがされる計画になっていますが、

少なくても各区の計画というのは今年度中にできるのでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） いま現在、それこそ地域計画につきまして、いま各地区

を回らせていただく中で、いま取り組みを進めているわけでありますけれど、

地域計画につきまして、先ほど来話がありましたけれど、令和７年３月末に策

定をしなければならないということで進めておりまして、一応各地区において、

地域計画を策定していくということでありまして、地域計画をつくる、例えば、

エリアでくくる中の中に目標地図ということで、ある程度の担い手を今後誰が

どのようにという形でつくっていく、その部分をまとめていくという作業が重

要になってくるという中で、先ほど来ありますように、多面的とか中山間で取

り組まれている地域につきましては、極力反映する形で対応していきたいと考
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えておりますので、よろしくお願いします。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

農地所有者への意向調査を行って済ませておりますが、回収率は 57.4％と

のことです。目標地図の素案作成に向けて、この数字では影響が出るのではな

いかと思いますが、影響と対策について伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 地域計画を策定する上での目標地図は、一筆ごとに 10

年後の農地利用や、意向調査や地域の話し合い（協議の場）の結果、農地の出

し手、受け手の意向を踏まえ、「いつ」「誰が」「どの農地を」担い、活用して

いくかを地図として明確にしたものになります。 

目標地図の策定にあたり意向調査未提出者には、農業委員の皆さまと相談し、

意向把握に努めてまいりたいと思っております。 

また、地域計画を策定するエリア外の農地であっても、将来の農地の意向把

握をしていくことは、農地の維持などに重要なことになりますので、今後の意

向の把握に努めてまいりたいと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ぜひ 100％に近づくように努めていただきたいと思います。 

続いて、③に入ります。 

地域計画は、現在７区で協議が進められるということですが、そのほかに独

立して、先ほど町長も言いましたように、千早原だとか、まとまった農地のあ

るそういった独立して作成する必要がある地区も想定されます。具体的にはど

の地区で策定するのか、考えられる地区がどこになるのかを伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 現在、町内の７地区で協議の場を設けまして、話し合い

を進めております。同じ地区の中であっても、耕作条件、農地の環境、栽培品

目の違いなどがありますので、地域計画を策定し、将来も守りたい農地、農業

上の利用をしていく農地、区域については、議論が先行している地域や、耕作
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者組合、多面的機能支払交付金等の協定集落等が独立して地域計画を策定する

可能性もありますが、地域の皆さまとの話し合いにより決定してまいりたいと

考えておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

いつまでにその独立して策定するところを決めるのか、ちょっと今の答弁で

はわかりませんが、どのような計画で進めていくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 現在、それこそ今年度まちづくり懇談会で地域計画を統

一テーマということで、町内 19 地区で実施させていただきまして、その懇談

会を踏まえる中で、いま現在７地区において懇談会がスタートしたところであ

ります。そういった中で、いま各地区でいま協議しておりまして、まだ一巡し

てなくて、まだいま進めているわけでありますけれど、当然、議論が先行して

いる地区が、あと一段にまとまっている耕作・・・でまとまっている地区等あ

りますので、町としましては、もう一回、今９月に実施しておりますけれど、

10 月にもう一回各地区回らせていただく中で、そこで一回、町の方で一回検

討する期間を設けさせていただく中で、そういった地区を決定してまいりたい

と、概ね 10 月の終わりから 12 月の間に、ある程度ちょっと若干地図の作業を

させていただいて、そういった中である程度まとまり等地域とご相談させてい

ただく中で検討してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いしたい

かと思います。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 今年度中に間に合うように進めていただきたいと思います。 

④に入ります。 

今後、地域計画を推進していくためには、認定農業者と団体経営体などに農

業の担い手としての役割が期待されてきます。 

そこで、町全体の認定農業者と団体経営体の数を伺います。 

また、地域計画を策定する７区それぞれの認定農業者と団体経営体の数を伺

います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 
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○産業課長（宮下 誠君） それでは、町全体の認定農業者につきましては、法人も

含め、８月現在で 48名になります。 

内訳につきましては、出原が５名、牛牧が６名、大島山が２名、上市田が４

名、下市田が６名、山吹が 18名、吉田４名、町外３名となっております。 

営農地ではなくて住所地等になりますけれど、経営形態が法人につきまして

は、山吹につきまして６者、吉田につきましては３者、下市田につきまして３

者、町外につきまして３者です。その他、町内には地域農政の団体が 13 団体

ありまして、遊休農地等で蕎麦や大豆の栽培を行い、農地保全の一端を担って

いただいております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ありがとうございました。 

それでは、⑤に入ります。 

当町では、新規就農者の確保は毎年５人を目標にしています。従来の方法で

は確保できない高い目標となっております。どのような新たな施策や手段で確

保していくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 新規就農者の確保については、南信州管内での就農相談

会、また関東圏や中京圏を中心とした都市部における移住も含めた就農相談会

へ参加し、新たな農業の担い手確保に取り組んでいます。 

町では、ＪＡみなみ信州担い手就農プロデュースに参画し、現在３名が地域

おこし協力隊農業研修生として、キュウリと市田柿の栽培の研修に従事してい

ます。 

関係機関と連携し、当町も含め、南信州地域で就農を目指す新たな担い手の

受け入れに、引き続き積極的に取り組んでまいりたいと思います。 

また、営農支援センターにおいても、親元での就農相談、Ｉターン、Ｊター

ンら就農も含め、農業全般に関する相談を実施しております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

来年度から全国的に全国のどの自治体でも新規就農者の確保が、競争が起こ
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るというか、そういう状況になってくると思います。そのため、今まで以上に

確保が困難になることは明らかであります。 

当町には他自治体に負けない新規就農者の確保の施策、手段、切り札があっ

たらお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それこそ新規就農者の確保について、いろいろとそれこ

そまた次年度以降始まるというわけでありまして、当町における切り札という

形であります。 

農業につきましては、長年来それこそうちの当町の温暖な気候の中、寒暖差、

あらゆる作物が作れるという中で、それこそ農業等従事者につきましたけれど、

なかなか高森町の農業の現状としては、今まではわりと兼業農家の方がやっぱ

りサラリーマンも従事しながらという部分で従事する部分も一翼を担ってきた

という状況の中で、それらがなかなか継続できない中で、全体的に農業に対し

ての就農率とか諸々、先がちょっと危ぶまれておるという中であります。なか

なか決定的な切り札というものが見つかれば一番良いわけでありますけれど、

それらまた皆さま方と一応ご相談する中で考えて、何とか一人でも多くの就農

者確保に向けまして取り組んでまいりたいかなと思っておりますので、よろし

くお願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 今までの延長線上じゃなくて、ほんとに全国的な就農者確

保競争になると思います。頑張っていただきたいと思います。 

⑥に入ります。 

当町の現状の農用地の集積率は何％なのか。また、将来の目標とする集積率

は何％で、それを達成する年度はいつなのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 当町の現在の集積率等につきましては 18.2％になりま

す。調査により担い手の対象が若干異なりますけれど、農業経営基盤の強化の

促進に関する基本的な構想による担い手への目標集積率は 50％になっており

まして、目標年次は令和 10 年となっておりますので、よろしくお願いします。 
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以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ただいま目標年次、補足ですいません。 

目標年次 10 年と言いましたが、それは令和２年に作った農業基盤強化促進

ので、新しく去年９月に作った経営農業基盤強化促進の構想、そこに令和４年

と書いてあるんですね、目標年度が。これは明らかに間違い、去年作ったもの

に令和４年を目標年度にしておるというのは間違いなので、至急訂正していた

だきたいと思いますが、令和２年のときも目標年度 10 年と書いてありますね、

４年前に作ったのが。そうすると、去年作った目標は、集積目標 50％で、お

そらく令和 14 年だとか、そういう目標年度になるんじゃないかなと思います

が、いかがですか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） こちらの方の基本構想につきましては、上位の方で各種

改正があるときに応じてある程度改正していくものもありますので、いま現在

の集積に対する目標年次については、令和 10 年ということで認識しておりま

す。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、しっかり年度を確認していただきたいと思いま

す。 

関連質問の⑦に入ります。 

当町は、農地中間管理機構を積極的かつ有効に活用すると、そのように書い

てあります。農地中間管理機構を活用しやすい地区はどのような場所なのか。

また、その目標集積率は何％なのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農地中間管理機構の活用にあたっては、農地によって有

利不利ということはございません。 

集積・集約を目的に、地域全体で機構の活用に取り組むということがあれば、

ある程度まとまった農地、地区単位での活用になってくるかと思います。 

あと、目標集積率については定めておりません。 
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以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） （２）に入ります。 

地域計画策定区域ごとに農用地利用規程を規定しなければなりません。 

その内容と、誰が、いつまでに規定するのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農用地利用規程は、農用地利用改善団体が、その区域内

における農作業の効率化や農地の利用関係の改善等の農用地利用改善事業を実

施する場合において、どのように実施するかについて、地域の合意内容を定め

たものになります。 

市町村がこの規程を設定し公告することによって、その農用地利用規程は有

効なものとなり、農用地利用改善団体は、農用地利用改善事業を実施すること

ができるようになります。 

当該規程は、地域計画とは直接関係はなく、農用地利用改善事業を実施した

い者が作成し、市町村から認定を受けるものになりますので、よろしくお願い

したいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

農用地の利用団体が策定するということで、いつまでにということは、特に

ないわけですか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） こちらにつきましては、その事業を実施したいという形

があれば、そこら辺の計画を立てていただいて、それを町がそれこそ認定して

受けていくという形になるかと思いますので、特段、今回の地域計画の策定年

次までに策定しなければならないというものではありませんので、よろしくお

願いしたいかと思います。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

農業経営基盤強化促進事業を推進していくために、当町はどのような事業を
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行わなければならないのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農業経営基盤強化促進法において農業経営基盤強化促進

事業は、地域計画の達成に資するよう、農地中間管理事業及び農地中間管理機

構による事業の特例の実施による利用権を促進する事業とされております。 

営農支援センター「ゆうき」を中心に、農業経営・農地の相談等から、地域

計画達成に向けた担い手や農地の誘導を行っていきたいと考えておりますので、

よろしくお願いします。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

農地基盤強化の構想、去年９月に作った構想によりますと、７つ町がやらな

ければならない事業ということで上がっております。その中身は、利用権設定

等促進事業、農地中間管理事業の実施を促進する事業、農地利用集積円滑化事

業の実施を促進する事業、農用地利用改善事業の実施を促進する事業、委託を

受けて行う農業者の実施を促進する事業、農業経営の改善を図るために必要な

農業従事者の養成及び確保を促進する事業、その他農業経営基盤の強化を促進

するために必要な事業と、７項目挙がっております。誠に膨大な事務量となり

ます。そのために来年、令和７年度からですね、やっぱりしっかり補助金を確

保しながら、それからまた事務処理を行う担当部署の人的体制、これの強化が

必要になるというふうに感じますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 地域計画の策定にあたりましては、業務量の増加とか、

人的体制について、若干不透明な部分もありますが、今までにない地域計画の

進捗管理や除外・転用時の調整が必要になっているかと思っております。産業

課の農業振興係と営農支援センター、農業委員会が連携して、一体となった取

り組みが必要になると考えておりますので、よろしくお願いしたいかと思いま

す。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 他の町村に後れを取らないように、しっかり進めていただ
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きたいと思います。 

では、②に移ります。 

地域計画を実現するために、各地区ごとに年１回以上進捗管理を行わなけれ

ばなりません。どのような組織で進捗管理を行うのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 地域計画の策定後の進捗管理は、新たに進捗管理をする

組織を設けるか、既存の組織として、各区、各自治会、各地区にある土地利用

委員会等に、農業委員など関係者も含めて組織するなど、地域計画を策定する

中で、区、自治会、地区からご意見を伺い、検討してまいりたいと考えており

ます。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ③に移ります。 

今後、地域計画の推進や農業委員会等に関わる担当部署の業務量は、過密で

過重になることは間違いありません。どのくらい仕事量が増えると考えておる

のか。また、そのために人的体制をどのように増強していくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 先ほどの答弁と重複してしまいますけれど、若干地域計

画の策定によります業務量というのは、まだ未知数のところがあるという中で、

産業課農業振興係、営農支援センター、農業委員会が連携し、また、農業関係

者の皆さんと一緒になって取り組みを進めてまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 地域計画の推進に支障がないように、しっかり人的体制を

整えていただきたいと思います。 

（３）に入ります。 

昨年９月に町が改正した「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構

想」は、地域計画策定と推進の指針となっているというふうに考えます。農業

委員会、農業者、農業団体、関係機関等に周知や認識の一致を図ることが、地
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域計画策定と策定後の推進に決定的に重要であります。周知や認識の一致をど

のように進めているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農業経営基盤の強化に関する基本構想についてでありま

すけれど、県の指針が改正になったことによる、今回令和５年度の改正のため、

改正にあたっては、農業団体や農業委員会に意見照会を行っており、県など関

係機関と協議の上改正しておりますので、認識は一致していると考えておりま

す。 

ただ、周知の方法につきましては、若干不足している部分もありますので、

今後、これについては検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお

願いします。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

それぞれの組織でこの基本構想の認識の一致がされていなければ、地域計画

の策定や地域計画の推進は不可能だと考えます。 

８月 20 日に農業委員会の四役の方と懇談をいたしました。このときには、

基本構想は、農業委員会の四役の方にも十分伝わっていないように感じたわけ

であります。誰の責任で関連組織に周知や認識の一致を図っていくのか、伺い

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それこそ先般、四役の皆さんと意見交換会をしたという

ことであります。基本構想につきまして、令和５年９月に改正したということ

で、若干農業委員の方も多分改選期にあたっているという中で、そこら辺の部

分で若干前の農業委員さんにご検討いただく中での構想の改正があったので、

意見をもらったという部分の中で、やっぱりそこら辺の部分での認識不足と、

あと指示不足等があったかなとも考えておりますので、その辺、当然大事な基

本構想でありますので、周知の方につきましては、検討する中で、周知とあと

認識を把握していただくという部分については、対応してまいりたいと考えて

おりますので、よろしくお願いしたいかと思います。 
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以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 誰の責任で周知するのかというところの答弁はありません

でしたが、ぜひ課長が中心になって責任持って進めていただきたいと思います。 

関連質問①に移ります。 

国には、食料・農業・農村基本法というのがあります。また、県には、長野

県食と農業・農村振興の県民条例があります。 

当町には、遊休農地の担い手への集積のほか、放置竹林、アレチウリ、クズ、

里山整備など、環境や景観や生活空間を守る課題があります。そのためには、

町・農業委員会・農業者・農業団体・事業者・町民が、それぞれの役割を積極

的に果たし、一体となって農業及び農村の振興に取り組み、活力ある農業及び

農村を確立しなければならないと考えます。 

そのようなまちづくりをするためには、仮称でありますが、「農業・農村振

興条例」を制定して、当町の環境、景観、文化、歴史を次世代に引き継いでい

くことを明確に示すべきではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農業・農村振興条例の制定につきましては、条例の内容

をどのような事項を定めるか、また、条例で定める必要がある事項があるのか

など、農業に関係する皆さまが、町にそのような条例が必要かと判断していた

だくことが大切と考えております。 

現状では、条例によらずとも、農業者や農業委員会等から意見聴取等をする

中で、農業振興施策を検討する方向で問題ないと判断しております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

国の食料・農業・農村基本法がありますが、その第９条には、地方公共団体

の責務が規定されています。その条文でありますが、地方公共団体は、自然的、

経済的、社会的諸条件に応じた施策を策定し、実施する責務を有すると、その

ように書かれております。 

こういった国の法律を受けて進んでおる自治体、例えば、長野市、松本市、

それから豊丘村もこういった振興条例を制定しております。 
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当町でもやっぱり次世代に、高森の環境や農地等引き継ぐために制定すべき

と考えますが、もう一度、その点についてお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） それこそ農業の尊重なりについて、責務という形がある

中で、今お話しいただきました。当然、こういった条例等につきまして、お隣

の豊丘村等でも制定されて運用されているという形であります。それこそ先ほ

どもお話しさせていただきましたけれど、農業関係、当然町も考えなければい

けないと思うんですけれど、町に条例が必要かどうかというのは、もう少しち

ょっと検討させていただく中で判断させていただきたいかなと考えております

ので、よろしくお願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 積極的に他町村のそういった動きを研究していただいて、

町民からなかなかそういう声は上がってこないと思うんですね。農業委員会の

方も替わっていっちゃうし、やっぱり行政の方できちんと周りの動きをつかん

でいただいて、条例をつくる方向で検討していただきたいと思います。 

②に移ります。 

当町は近隣町村に比べて、農業及び農村の振興に対する取り組みが遅れてい

ると、そのように感じております。地域計画の推進は、令和７年度から全国で

一斉に取り組まれる大きな事業であります。自治体ごとに農業の担い手確保や

農用地の集積率、遊休農地の解消等で比較することができるようになります。

自治体間の取り組みの格差が顕著に表れてくるわけです。 

このため、行政がリーダーシップをどのように発揮するかが鍵になってくる

と思います。10 年後には他町村をリードするような活力ある農業及び農村に

するために、町長はどのようにリーダーシップを発揮されるのか、決意を伺い

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 決意ということでありますけれども、まず、高森町は農村を

目指すのかどうなのか、というところが一つのキーワードになってくるかと思

います。必要な農地はきちんと守るべきだと思っておりますけれども、やはり
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開発すべき部分というところは、ある程度、住民の皆さんの利便性を向上させ

るであったりとか、人口減少対策をきちんとやっていくという上で、あきらめ

る農地というところもあるべき姿になってきているというような形で私は考え

ております。 

事実、第一次産業の担い手は年々減少をしております。私もそうですけれど

も、町長を辞めた後、家の農地を耕すかといったら、そんなことは考えており

ません。で、きっと私たち世代のほとんどの皆さんが兼業農家で働いていらっ

しゃって、家の農地を継いでいくという、その選択肢を持っていない。 

その現状を踏まえた上で、いま一番、一次産業の課題というのは何かといっ

たとき、担い手なんですよね。担い手が育成されていないのに、農地をどうい

うふうに守るかという議論が先行しても、10 年後の農地一筆一筆に書けるの

は自分の息子さんの名前を無理やり入れておいて、とりあえず維持管理してい

ってもらうであったりとか、そういったことしか最終的に地域計画に書けなく

なってしまうという、そういう現状をやっぱりきちんと把握すべきだと思うん

ですよね。そうしたら、それはほんとに地域計画ですか、地域の農地を守って

いくための計画ですかというところを、やっぱり行政としては、その地域に問

わなければならない。それが行政の役割だというふうに私は思っています。 

そうではなくて、私はこの農地を借りてでも一生懸命やっていきたい。やっ

ぱり規模を拡大してやっていきたい。こういう売り方をしたい。そのためには

こういうものが必要だ。そういう意思を示していただく人が一人でも多く出て

きて、それで、このまとまった農地はぜひ私に貸してくださいという、そのス

タイルを持っていかないと、そうしないと、ただただ地域計画をつくりました。

将来の目標地図に対して名前を入れました。こういうものを耕作します。どこ

かの事例にあったとおり、スマート農業でこういったものを何とかやっていき

ますという、そういう事例を書けばよくなってしまうという、そういった形に

なってしまうと思うんですよね。 

地域計画は、ある意味、将来の高森町の土地利用をどういうふうにしていく

かというさまざまなチャンスを与えてくれたものであって、やはり土地の所有

者であったりとか耕作者が、それに対してきちんと向かい合って、それで将来

どういう形にしていくかということをやっぱり考えなきゃいけないということ

と、これまでやはり行政もやってこなかった。言い方は悪いですけれども、議

員の皆さんもやってこなかった。農業者の担い手を育てるということですよ。
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それを町と議会と、じゃあどうやってやるのかというのを議論するのがこの場

だと思うんですよね。なので、国がこういうふうに定めたので、こういうふう

にやった方が良い。それはご意見として、町としてはきちんと受けますけれど

も、それだけでは何の発展性もないので、なので、もっとどうやって担い手を

育てるのか。先ほどおっしゃっていただきましたけれども、これから農業者の

奪い合いになるかもしれない。だけど、高森町はどういうふうにやっていくん

だ。それにこういうふうにやった方がいいという提案がほしいんです。 

私は、やはり小さい頃から農地を守るということをきちんと教えていく。そ

れから自分の土地は自分がきちんと相続するんだという、そういうことを教え

ていく。さらには、やっぱりまとまった農地がありさえすれば稼ぐことができ

るという経済観念を教えていく。こういうことの積み重ねをきちんと学校教育

の現場であったりとか、そういうところでやらないと、いくらこの議論をして

いっても担い手は育ってこないと思っています。 

なので、そこの段階には 10 年かかるかもしれないし 20 年かかるかもしれな

いけれども、そのステップを飛ばしていったら、いくらやっても結局は、いま

農地を持たれている人が、今の規模で一生懸命やって、ある人は稼げているか

もしれないけれど、そうじゃない人は、農地であったり収益を上げることがで

きないという、その負のループに陥っていくとどうなるかというと、農業をや

めたいですという、そういう回答になってしまうし、農地をどうやって維持し

ますかといったら、家族に維持させますという回答をしながら、家族の同意は

得ていますかといったら、ほとんどの人が家族の同意を得てないという、そう

いう良い回答、良い回答というか、良い事例を、今回ある意味アンケートの中

からいただいていると思います。 

なので、ここの部分をどういうふうに解消するかというのに、地域計画の策

定、令和７年度とあるんですけれども、やはりそこを目指す部分も必要なんで

すけれども、それだけではない議論をしていきながら、じゃあ高森町の土地利

用はどうするのか、農地をずっと継続していくのか、維持継続するのか、発展

的に継続するのか、それとも六次産業化とかを足して考え直すのか。そういっ

たところをやっぱり議論して、最終的には誰が責任を持って担い手となってい

ただけるのか。そこをやっぱり構築しなければ、そうしなければ全然農地計画

をつくっても、絵に描いた餅になってしまうのではないでしょうか。 

なので、やはりその部分のところを進めなければいけないのに、年度末とい
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う一つの期限は、国も自由なので、現場なんか見てないので、なので、好き勝

手なことを言うし、農水省の皆さんの懇談に行っていただいたときも、農水省

の皆さんも小さく始めて大きく育てるという、そういう表現をされていました。

だから、無理くり令和７年のところにすべてを押し込んで、すべての農地を地

域計画の対象にするのではなくて、ちゃんとやれる場所、将来の目途が立った

場所から段々に広げていくという、そういうやり方が良いのではないかという

ようなこともあったので、とにかく目安となる場所を令和７年度末までにきち

んと町の方から表明をしてほしいという、そういうお話だったと思います。 

ですので、町としては、農村として、もしこれからも高森町がきちんと農地

を稼げる場所としてやっていくのであれば、それは、やっぱりそういう方向性

を示す必要があるんですが、いま地域の皆さんが、そうではなくて農地を手放

したい、こう考えているようなこの状況の中で、無理くりそこに振っていくだ

けではなくて、やはりほかの土地利用であったりとか、さまざまな面を考えて、

最終的なまちづくりをしていくということが必要ではないかなと思っておりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 地域計画は、担い手確保、それから農地の集約が大きな目

的というか、課題になっております。担い手の確保、これ町長もいろいろ指摘

しておりますが、今の答弁を聞いておりますと、町長自身のリーダーシップ、

こういうふうに発揮していくという答弁が聞かれなくて誠に残念であります。 

当町は市田柿の里として、また、農業は基幹産業になっております。ここを

遊休農地を増やしたりしないように、他の自治体からうらやましがられるよう

な農業政策を進めていただくことを訴えまして、一般質問を終わります。 

 

◇ 通告４番 小平一博（11 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 11番、小平一博議員。 

○１１番（小平一博君） 11番、小平一博。 

通告に従いまして、質問をいたします。 

農業振興と市田柿の振興についての質問をいたします。 

（１）農業振興について、町は、令和５年度農業経営基盤の強化の促進に関

する基本的構想に基づき進められていますが、進行状況についての説明を求め
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ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農業は、高森町の基幹産業として、河岸段丘により形成

され、温暖な気候ですが寒暖差が大きく、あらゆる種類の農作物の栽培が可能

な立地条件により発展してきましたが、現状は農業従事者の減少、高齢化など

課題が生じ、このままの状況で推移すると、当町の農業を担う人材の不足や生

産力の低下などがさらに進むことが懸念されております。 

新規就農者の確保に向けて、ＪＡみなみ信州と飯田下伊那の 14 市町村が連

携して行う農業の担い手づくりの取り組みとして、南信州担い手就農研修制度

等の活用を行っており、研修後に、町に就農された者が４名、地域おこし協力

隊の農業研修生として３名が現在研修を受けております。 

また、基本構想に基づき、農業経営改善計画が認定された認定農業者につき

ましては、望ましい経営施策の中心に位置づけて、農業委員会、営農支援セン

ターの支援により、農地利用の集積、その他の支援を十分配慮しながら取り組

んでまいりたいと思っております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、①でございます。 

この基本構想の中で、重要というか、大事なところは、農業経営者を増やす

ことも明記されております。将来へ向けたどのような施策を考えているのか、

お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 農業がある程度収益のある事業として継続していくため

には、農地を集約し、規模を拡大することが必要と考えています。ですので、

農業者人口を増やすというよりは、若手農業者を育て、必要に応じて農地を集

約し、収益が見込める規模での事業を図ることを進めています。 

新規就農する場合、技術の習得はもとより、農地の確保、農業機械の導入や

営農資金の調達等、乗り越える壁があります。こうした課題に対しては、営農

支援センター「ゆうき」による相談やＪＡ担い手プロデュースによる就農に向

けた体制の構築に取り組み、就農希望者の営農技術の確実な修得、就農後の支
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援等、きめ細やかな対応に努めてまいりたいと思っております。 

また、法人参入や後継者がいないため、廃業や農業の第三者承継を考えてい

る方の情報を営農支援センターでまとめ、新規就農者へつなぐ役割を担い、農

地が守られていくように努めてまいりたいと考えております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 続きまして、②でございます。 

令和６年度のまちづくり懇談会が終了しておりますが、今回の懇談会のテー

マ「農業と地域計画について」の会議の内容について、説明を求めます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 本年度のまちづくり懇談会は、地域計画の策定に向けて、

地域農業の将来のあり方、農地の活用、農地のあり方を統一テーマにワークシ

ョップ形式で開催しました。 

地域にお住いの方々にご参加いただき、地域の魅力や良い所、環境や地理的

条件などを含めご意見を出していただきました。また、地域がさらに良くなる

には、地域の土地利用が将来どうなっていくと良いかなど、意見を出していた

だき、最後に、将来も守りたい農地についてエリアを示していただき、参加者

全員で共有することを実施してきました。 

農業がテーマとなっていたため、今の農地をどのように守るかといったさま

ざまなご意見が出された一方、農業だけでなく、導線や各種土地利用の方向性

などについてもご意見をいただく貴重な機会になったかと思っております。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） ③に移ってまいります。 

国が進める、また、町の進める農業と地域計画は、今後、まちづくりにどの

ように活かしていくのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 先ほどの北沢議員の答弁と重なる部分がございますけれども、

ご意見では、農業として継続して守る、農地を農業として継続的に守るという

ことと、発展させるといったご意見ばかりではなくて、新たな土地利用を展開
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していくといったような意見もありまして、こうした地域については、そのよ

うな方向性を持って今後進めることができるのかというようなことを、町とし

て検討をしていきたいと思っています。 

一方、農業については、道の駅構想であったり法人化、観光農園化など稼ぐ

ための農業としてさまざまなご意見をいただく一方、誰が責任を持ってその担

い手となるのかという話題に対しては、具体的なご意見をいただく、そういっ

たところに至った地域はございませんでした。 

地域計画の目的は、ある程度農地を集約化して規模拡大を行うことで、効率

を上げて、農業者の収益を向上させるということだと思っています。 

まずは、その地域計画策定の協議の場で出てくる農地の受け手となる方がい

るはずなんですけれども、その方が考えている将来の農業経営が、地域が望む

農業とマッチしているのかどうなのか、農地保全の観点だけではなく、観光や

まちづくりの視点があるかなどを町や農業委員会できちんと聞き取りをして、

それに対して国の支援メニューなんかが当てはまるかどうかということを考え

てみることをします。そういったことによって守られる農地が、どのような方

向性を持って、誰が担い手となってやっていくのか。場合によっては、その人

が法人化したいとかというご意見があれば、アントレプレナー制度を使うであ

ったりとか、そういうことをして法人化への道筋を立てていく。そういったこ

とが町の役割だと思っています。 

それで、農業の方向性が決まってきさえすれば、ほかの土地利用等について

も、ある程度まちづくりの方向性というのは示すことができるのではないかと

考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、次の市田柿の振興について、質問に移ってまい

ります。 

現在、高森町の市田柿の生産者は、最盛期の半分以下に落ち込み、約 400 名

の方が市田柿の生産に携わっておると思います。 

この市田柿は、歴史をひもといてみますと、200 年前以上、200 年以上前に

伊勢神宮のご分霊をこの下市田、旧下市田村の地につくり、伊勢社と称し、こ

の屋敷の中に柿の古木があり、焼いて食べても大変おいしいということから、

村内に広まり、この焼柿を、大正 10 年、「市田柿」と称し、下市田村の上沼正
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雄、橋都正農夫、坂井 安、この３人の中心にして栽培から加工まで長年にわ

たり研究を重ね、その結果、すばらしい干し柿ができ、それを東京市場に出荷

したところ、大変好評を受けたと、そして今日の有名な市田柿に至っていると

いうことであります。 

それでは、質問をいたします。 

（２）でございます。 

市田柿を、発祥の里高森町としてどのように捉えているのかをお聞きしたい

と思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 市田柿の歴史等については、ただいまご紹介をいただいたと

おりかと思います。その市田柿発祥の里という言葉を使えるのは、高森町だけ

ということもありますので、市田柿は、町のＰＲ施策における利活用等は、こ

ういった言葉を使っていくというのが非常に有効ではないかと考えています。 

市田柿は、飯田下伊那地域で栽培されており、生産振興をはじめさらなるブ

ランドの価値を高めるために、平成 18 年、地域団体商標登録として、平成 28

年には地理的表示が登録されて、海外へも輸出されるというような形になって

おります。 

地域の名産「市田柿」を、行政をはじめとして、生産・販売する事業者が一

体となって守る取り組み、市田柿工房もそうですけれども、生産量を減らさな

いという取り組みを今までも行ってきておりますし、それについては、これか

らもきちんとやっていく必要があるかと思っております。 

ご承知のとおり、昨年のふるさと納税で、初めて市田柿が高森町のランキン

グの２番目に入ってくるという、非常にありがたいニュースやなんかもありま

すので、ですので、私たちとしては、この市田柿発祥の里であり、この高森町

の市田柿は全体の数十％しかないんですけれども、なんですが、それを守って

いくであったりとか、そういったものを中心に生産を拡大していっていただけ

る農業者の育成等に努めてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） ①に移ってまいります。 

市田柿の生産には多額な資金が必要であります。市田柿生産を始める人、規
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模を拡大したい農家を、町としてどのような支援があるのか、お聞きしたいと

思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 高森町におきましては、農業への補助につきましては、

収入保険とか果樹共済の加入者の保険料の一部を補助しているということで、

設備導入等についての補助金制度はありません。 

柿に限らず、国県の補助事業を活用して支援をいま行っているという状況で

ありますので、よろしくお願いしたいかと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） それでは、当町としてはほとんどないと、今お聞きします

と、苗木の補助はあるということでお聞きしております。今なんかあまり苗木

が出ないので、その支援もあんまり金額的にはないということのようでござい

ますが。 

②でございますが、近隣市町村の市田柿に対する支援の状況について、情報

がありましたお聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） 市田柿に特化した支援につきましては、飯田市に市田柿

生産振興補助金があり、機材・施設導入、機械と施設導入、苗木に対する支援

を行っているという補助金がありますので、お願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 補足質問であります。 

今の飯田市であるということなんですけれど、どのような内容か、お聞きし

たいと思います。金額的なことがわかりましたら、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） すいません。若干ちょっと詳細については詳しく触れて

いないわけであります。若干ちょっと把握してない部分もありますけれど、そ

れこそ生産に関する資機材に対して、例えば、市田柿の柿むき機に対して、個



 - 39 -   

人で１人上限当たり多分 50 万円ほどの柿むき機に対する補助金が出ていると

いう形であります。そういった補助金があるという形でありますので、ご紹介

させていただきます。多分ほかの資機材とか苗木とかそういうものも含めて、

多分上限、・・・上限になってくると思いますけれど、そういう形で多額の補

助が出ているという部分がありますので、ご紹介したいと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） なから 50 万円という金額が出ているということでありま

す。これは柿の資材を含めまして、機械も含めまして 50 万円ということです

から、一つの機械に対しても 50万円ということになろうかと思います。 

それで、③でございます。 

市田柿の生産に必要な機械、先ほどから出ていました柿むき機なんかについ

ては、今年度購入価格が 200 万円以上するという、そういう状況であります。

これはＪＡの話でございます。柿の皮むき機の吸引式の柿むき機ということで、

福島県のメーカーが造ったものが、もう既に 20 年経過しておるんですね。20

年経過しておるんです。その機械は 20 年前はもっと安かった思うんですけれ

ども、その機械が部品等の故障などで、現在使用している機械が更新の時期に

来ているということで、農家の方が新しい機械をもう購入しなきゃならないと、

購入しないと市田柿はもう生産ができないという状況でございます。 

今後、当町の市田柿の重要な産物である市田柿生産を維持していくには、や

はりこの柿むき機がなければ、高森町の市田柿は段々と消滅していくんではな

いかと、これ高森町だけではございません。市田柿というものが、柿むき機が

なければ市田柿というものはできてこないという状況になるかと思います。こ

のような高額な機械の購入が、市田柿の生産に支障になってくるということを

考えております。 

国、県の支援を頼ることなく、町独自の支援体制を考えることはできないの

か、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

宮下産業課長。 

○産業課長（宮下 誠君） ただいま小平議員もお話がありましたように、現在の機

械につきましては、かなり年数が経っている中で、更新の時期を迎えている中

で、新型の柿むき機も販売開始されて、旧型が壊れた時の部品がないというこ
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ともお聞きしております。この更新の際に、もう市田柿生産、農業をやめると

いう農家も出てくることも懸念されているという状況であります。 

市田柿に限らず、意欲ある農業者の支援は必要とも考えますが、町で行うと

すれば、農業者の将来ビジョンや、今後 10 年以上農業を継続していただくこ

とが可能かとか、後継者がいるかとか、一定の要件があって補助制度を考えて

いくということになるかと思いますので、よろしくお願いしたいかと思います。 

以上であります。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） 確かに町としては、ある作物というか、農業の市田柿に補

助金を出すということは、いろいろレパートリー、高森町にはいろいろ工業も

ありますし商業もありますし、当然農業もありますから、その中でそこだけ出

すというのは、なかなか難しいことだなとは私も思います。私は、今回・・・

やることに対して、やはりどういうとこをお願いしたいかということは、やは

り市田柿は高森町の発祥の市田柿であると、これを守っていかにゃあいかんと、

確かに農業というのは大変厳しくはなりますけれども、守っていくということ

は、高森町の今まで下市田村の皆さんが頑張っていただいて、ここまで市田柿

というものが名声を高くしてできたというのは、当然、高森町の皆さんも頑張

ってやっていただいたんですけれども、下市田の皆さんがそういうことでやっ

ていただいてここに至っているというのは、やはりその経過というものは、町

としてもぜひ考えていただいて、これを守っていくという気持ちをぜひ表して

いただきたいと、表していただきたいと、そう思うんです。 

そんなことで、やはり市田柿が柿むき機によって大変今後の生産が厳しくな

っているということを認識していただいておればうれしいです。確認していた

だいたところはね。ですから、ぜひそういうことについても、国県の支援もあ

ってもいいと思うんですけれども、町の支援をぜひ、町独自の支援をぜひ考え

ていただきたいなと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

④にいきます。 

最後になりますが、市田柿の生産を伸ばすには、個人経営も必要ですが、法

人化も必要と思いますが、これについての町の考え方がありましたら、お聞き

したいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 
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○町長（壬生照玄君） まず、前段のちょっと補助金のところも触れながら、この件

についてもお答えをさせていただきたいと思いますけれども、農業については、

ほんとに国県も含め、いろいろな支援制度がございます。農林水産省という一

つの省があるくらいですので、それくらいやっぱり大切なものだということは、

私たちも理解をしておりますし、その中で、高森町は市田柿の発祥の里ですの

で、市田柿を守っていかなきゃいけないというような、そういうようなところ

は非常に重要なことだと思っています。 

それに対して、やはり経営をどのようにやっていくのかというところは非常

に重要な問題で、この④の質問でいただいておる、法人化をしてやっていくと

いうのは、一つの選択肢であると思います。問題はやはり、それを誰が社長に

なってやっていただけるかという、そこの部分だと思います。 

なので、最終的にはその意思が示されるような若手であったりとか、周りの

市田柿の耕作地も含めて、自分たちが法人化してやっていくんだという、そう

いう人が重要で、その人がいさえすれば、町はやっぱりそれを守るためにどう

いう施策を打つべきなのかとか、やはり安定して給料が払えるようになるため

にどういう施策をすべきなのかというのを考えることができてくると思うんで

すよね。今その前段階でどうしてもつまずいてしまっているという、そういう

状態もあります。実際、法人格を持ってやってくださっている方もいらっしゃ

るので、そういう皆さんがやっぱりこれからももっと規模を拡大して育ってい

くのかどうなのかというところも含めて、どういうご要望を持っているのかと

か、そういうところを調査しながら、最終的にはいろいろな決断をさせていた

だきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 小平議員。 

○１１番（小平一博君） ぜひ期待をして、一般質問を終わりたいと思います。あり

がとうございました。 

 

◇ 通告５番 三浦喜久夫（７番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ７番、三浦喜久夫議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ７番、三浦喜久夫でございます。 

通告に従い、一般質問を行います。 

今回は、フレイル予防に町民の皆さまに関心を持ってもらい、健康増進、ま
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すますの普及をということで質問させていただきます。 

健康寿命を延ばしていくには、まず、フレイル予防であると思っています。

町は、多種多様の健康福祉事業を行っており、町民にとって健康について考え

ることができ、ありがたく思っております。 

超高齢化社会を迎え、より一層の強化をしていく必要を感じております。 

一方で、新型コロナウイルスや近年の連日の猛暑等から外出を控えている、

そういった高齢者も増えてきているのではないのかと察しております。そうし

た状況から、運動不足や孤立状態に陥り、フレイルリスクが高まっていること

が懸念されます。 

加えて、フレイル予防は、高齢になってからでなく、４、50 代の働き盛り

の年代から生活習慣病と縁を切って、フレイル予防を生活習慣に、痛くなる前

に、動けなくなる前に、健康な体と心を維持すること、これを自分のこととし

てほしいと思っております。 

フレイル予防は、栄養、運動、社会参加の３つの柱をバランス良く日々実践

することが大切といわれます。 

３本柱のその１、栄養であります。まず、食べることは、歯を維持すること

からと思っております。口の機能低下を予防することが、健康寿命の延伸に寄

与することが認識されておりますが、具体的な事業展開が見えてこないように

感じております。 

オーラルフレイルという言葉がありますが、オーラルフレイル対策の３つの

柱に、「しっかり噛める歯」「きれいな口」「よく動く口」とあります。オーラ

ルフレイルを多くの人に知っていただき、今まで以上に口の機能を意識するよ

うに、行政からの啓発は不可欠と思っております。 

（１）番の質問に入ります。 

オーラルフレイルの概念をより多くの人に知っていただき、意識してもらう

ことが必要と思います。それに対して普及・啓発・推進にどう取り組んでいる

のか、お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 「歯の病気と全身の病気には深い関係がある」とい

うことに着目をし、平成 29 年度から、歯科健診として受診券を 40 歳、50 歳、

60 歳、70 歳の節目に配布をさせていただき、自己負担 1,000 円で受診可能な
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ように補助を実施しております。 

当時から、糖尿病等血糖値が高い方にも歯科健診の受診勧奨をしてきた経過

がございます。開始当時は 14.3％だった受診率は、令和５年には 21.8％とな

り、関心は少しずつではございますが、高まってきているように考えておりま

す。 

国でも若い時期からの歯科健診が、将来に向けての「オーラルフレイル予

防」につながると考えられており、歯科健診対象者の幅を広げる方針が出され

ているところでございます。 

高森町では、若い世代からかかりつけ医をもち、日々の生活の中で各年代に

応じたオーラルケアができるよう取り組みを進めています。乳幼児健診・相談

では、１歳児相談から歯科衛生士による歯科指導を実施、地域サロンへは歯科

衛生士の派遣、昨年度実施した地域ケア会議ではおやつの試食を出し、管理栄

養士の方から、噛むことの大切さをお伝えしています。 

今後は、乳幼児健診時には、親御さん（20 代～40 代）の皆さんへ向けて、

自身の歯科も一緒に考えていく機会、また、妊婦の皆さんには母子手帳の交付

時、20 歳の皆さんにははたちの集い、30 歳くらいの皆さんには消防団健診、

国保加入の皆さんには、いま現在行っておりますが、町の集団健診で案内する

など、対象者に直接声がけをする機会も大切にしていきたいと考えています。 

今後も、より多くの方が受診機会を持てるよう、また、その結果、継続的な

定期健診の受診につながり、「歯」の健康も自らで考えていただけるような取

り組みを進めてまいりたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ありがとうございました。 

次の質問にも答えていただいたような感じがありますが、平成元年に開始さ

れた 8020 運動で、2023 年６月に厚労省が発表した歯科疾患実態調査 2022 年

調査では、8020 達成者の割合は 51.6％、１年間に歯科健診を受診した者の割

合は 58％とのことです。 

令和４年、2022 年度の県民歯科口腔保健実態調査報告書によると、80 歳で

20 本以上自分の歯を有する人の割合は 59.5％で、前回調査の 41.3％から増加、

全国値 51.6％よりも高かったと、調査結果の報告があります。 

歯の数を主観に置いた高齢者の口腔保健活動は、今後も力を入れていくべき

であろうと思います。 
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ただいまの回答で、歯科健診は年代ごとに進むにやっておられるということ

でありますし、若いうちからかかりつけ医をもって、関心は高まっているとい

うことでございます。 

①番の質問にいきますけれども、毎年、高齢者の歯科健診をということで、

歯科口腔保健推進には、今後も力を入れる必要を感じております。健康診断に

歯科口腔に関わる検診を取り入れてみてはどうかということでございまして、

高齢者になればなるほど、歯に対しての順に順におろそかになっていくことも

ありまして、毎年、健康診断の時に歯科口腔検診を取り入れてみたらどうかと

いう質問でございます。よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 町の集団健診で歯科検診も一緒に行うという議員か

らのご提案は、健診率が約 60％ある健診の中で、なかなか歯医者まで足を運

べない方にとっては、集団健診時に歯科検診を受けるということは、有効であ

るとは考えます。 

しかしながら、歯科検診による医療器具の衛生管理、診察台の設置等、健診

として実施するには、課題が多くあり難しい状況であることも確かです。 

現在は、先ほどもご案内させていただきましたように、個別に案内通知・受

診券を送付、各自で早い時期からのかかりつけ医での受診をしていただくよう

な仕組みをとっておりまして、飯田下伊那のすべての歯科医院での受診が可能

な状況です。 

次年度以降、より周知の仕方であったりとか、わかりやい説明、受診をでき

るようなわかりやすい説明などに努めさせていただく中で、受診率の動向等を

確認し、今後も進めてまいりたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 答弁が先へ先へということになったような感じがしますが、

歯を失う原因の１位は歯周病ということだそうです。8020 推進財団が行った

2018 年第２回の永久歯の抜歯原因調査によると、第１位は歯周病で 37.1％、

年齢、階級別に見ると、40 代から歯周病の数字が年々増えているとのことで

す。 

歯周病のチェック、個々の自覚も大事ですし、予防は自身でやるからだと思

います。歯磨き週間にあわせ、指導を行っている歯科医院に定期的に通う。健
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康長寿社会の実現には丈夫な歯からというふうに思います。定期的に歯科検診

を行い、しっかり噛める歯を維持する。今さら私が言うまでもありませんが、

大事なことだと思っております。 

私のかかりつけ歯科医の話ですけれども、例えば、血圧の高めな人は、内服

薬で降圧剤で血圧を下げるといったことはできますけれども、歯周病の元にな

る歯石は、歯科医で取ってもらうしか方法がないというふうに言われました。

歯科医は、口腔内の変化を診ることのできるプロということでございます。口

腔ケアも自分一人できちんと行うのは難しいといわれています。かかりつけ歯

科医をもつという話は、今しっかり課長の方から答弁いただきました。 

②の質問、また同じようになってしまいますが、高齢になると、なかなか歯

科医に足を運ぶのも遠くなっていってしまうこともあるかと思いますけれども、

歯を維持するには定期検診と歯科衛生士は欠かせないと思います。歯科医から

定期的に歯科口腔保健指導が受けられるように、住民皆、かかりつけ歯科医を

もつようにできたらというふうに考えますけれども、質問、関連質問を上げて

ありますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 町では、町民の皆さんが、健康の大切さを知り、健

康を意識した生活が主体的にできるような取り組みを進めています。そういっ

た意味からも、議員からご指摘をいただいておりますように、歯科のかかりつ

け医を、高齢者になる前に、早い段階からもって定期的に健診をしていただい

て、健康状態を見ていただくということは、歯に対してもとても重要なことと

考えております。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） それでは、次の（２）番の方に入っていきたいと思います。 

３本の柱、フレイル予防の３本の柱のその２の運動というところでちょっと

質問をしていきたいと思いますが、自分のできる範囲で運動を続けて記録する、

そういった生活習慣をというふうに思っております。 

平成の初めの頃の話題なんですが、ダンベル体操による健康文化のまちづく

りという記事を見つけました。運動不足からくる健康増進のために、ウォーキ

ングの普及をしたということですが、地形的に山坂の地形でなかなか定着しな

かったと、町内の医師がダンベル体操でダイエットに成功し、筑波大学鈴木教
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授の講演会から、特に女性の間で関心が高まって全町にダンベル体操を普及さ

せたという事例でございます。町内にそういうことがあったということでござ

います。 

ダンベル体操を３年続けた女性の文では、体脂肪、体重の減につながり、評

価する一方、正しい方法がマスターできない人は、過度な体操で逆効果もあっ

た。みんなで楽しくダンベル体操、それは人づくりの輪にもなると、健康づく

りには一役買ったということでした。 

これらの活動には課題があり、試行錯誤を繰り返して進めている。健康づく

りの運動を生活の中に正しく定着してもらうため、今後もたゆまない努力を続

けたいと、当時、町民課課長の記事でございました。 

（２）番でございます。 

平成の初期、高森町はダンベル体操で注目された。その後の健康事業で町民

の健康意識は高い町であると思っております。この体操、今も続けている町民

もいると思いますけれども、期待したほど継続していないのはなぜか、お願い

いたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 運動不足に起因する生活習慣病が増えている実態を

踏まえ、自宅ででき、筋肉を鍛えてエネルギーを消費する適度な運動として、

ダンベル体操に着目をして、平成７年から全町で取り組みを進めました。町で

は、ダンベル体操の普及を図るため、各家庭に２キロと３キロの鉄アレイを配

布、記録用紙に実施の有無等記載、各地区での講習、指導、教室等を開催、町

内集会所等での巡回指導を平成 16年頃まで継続しておりました。 

しかしながら、本来は各自の体力や状態によって変化していくダンベルの重

さが、各家庭に配布したダンベルは、鉄アレイ２キロと３キロであったことか

ら、女性の方へは体への負担が大きく、配布した物による体操の継続が難しい

方もいらっしゃったというようにお聞きしております。 

また、地域巡回をしましたが、参加者が固定化され、減少傾向にあったこと、

当時、保健推進委員さんによる健康集会を年１回各地区で開催をしておりまし

たが、委員の皆さんの年代も変わり、健康課題や希望される内容に変化が見ら

れたため、町事業としてのダンベル体操教室は平成 17 年頃に終了としており

ます。 
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実際に効果があったという声もありますので、約 10 年近く町の健康づくり

の取り組みとして、運動習慣の定着、生活習慣病の予防という当初の目的は果

たしてきたと考えております。 

その後、平成 19 年頃には、国から 40 歳～74 歳までの全国民を対象に統一

した検査項目による健診、保健指導の基準が出され、平成 20 年４月からは全

国で「特定健診・特定保健指導」が始まりました。 

高森町も、国に準じて健診・保健指導を行うとともに、長年継続してきた課

題に応じた個別の関わりを強化し、糖尿病、慢性腎臓病予防に努めてきており

ます。また、すっきりボディ教室やかきまる健康チャレンジ、各種健康教室、

料理教室を実施、運動、食を考える機会を設けるなど、個々の課題へのアプロ

ーチの仕方も時代とともに変化してきました。 

現在は、筋骨格系の医療費割合が増加していること、運動習慣がある方が同

規模自治体や県、国と比較しても低い傾向もあることから、インターバル速歩

や健康センターあさぎりでの教室などを進めています。 

健康に対する意識というものも、社会情勢や家族構成の変化などに伴い変わ

っていきます。健診の結果、医療費の分析等も踏まえ、町民の皆さんが自らの

健康を自らで主体的に考え、取り組んでいただけるようなアプローチを今後も

継続してまいります。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 平成の初めの頃、ダンベル体操から運動習慣というものが

付いてきたというのは、町民の皆さま方がそう感じておると思います。また、

その記録、記録を付けるというところ、毎日の記録を付けるということについ

ても、かきまるチャレンジだったかな、そういうチェックをしているというと

ころも、今のことにつながっているのではないのかなというふうに思います。 

次の質問に移ります。 

町では、地域ケア会議などでフレイル予防についての話で、「歩く」という

ことをテーマでいろいろな事業が進められております。 

また、認知症、この一番の予防は歩くことだそうです。長尾和宏医師の本を

ちょっと読んで、「コロナと認知症」という本を読まさせていただきました。

認知症の最良の薬は歩くこと、歩けば、脳の血流が増え、新たな神経細胞を生

み出すよう指令が出る。信じて歩くことを楽しもうと書かれておりました。運

動をすると、神経栄養因子という神経細胞を成長させて、新たな神経細胞を生
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み出すように促す物質が増える。また、血管内では、傷ついた血管を修復した

り新しい血管をつくるのを促したりする。血管内皮増殖因子が放出され、つま

り歩くことは神経細胞を増やすと同時に、神経細胞に酸素や栄養を届ける血管

も増やし、その両輪で脳をより健康にしてくれるのです。と書かれておりまし

た。 

昨年の地域ケア会議の特別企画の「目指せ！足から始まるフレイル予防」、

歩いて食べて楽しくおしゃべりといったこの企画がありました。残念ながら、

ちょっと私は参加できませんでしたが、きっと YouTube なんかでちょっと観さ

せてもらいまして、とても良い企画だなあと思いました。 

この事業、毎年開催することを要望いたしますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 地域ケア会議は、誰もが住み慣れた地域で安心して

暮らし続けるためにはどんなことが必要か、課題となることを町民の皆さんや

医療介護の専門職の皆さんなどと一緒に考える機会として毎年開催しておりま

す。 

昨年は、ご紹介いただきましたように、目指せ！足から始まるフレイル予

防」として、「足の健康」からフレイル予防について考え、学び、自ら健康で

過ごすためのきっかけづくりや意識醸成につながったと思っております。食事

指導も含めて管理栄養士による手作りおやつも提供し、子育て中のお母さんや

お子さんも参加いただき、多世代の交流を通じ、楽しみながら参加いただき、

ご紹介いただいたように、大変好評でございました。 

今後も多くの町民の皆さん、幅広い年代の方に、できるだけ早い段階から健

康につながる取り組みを継続的に取り組んでいただけるように、健康センター

あさぎりやうましおプロジェクト、インターバル速歩など、健康福祉課の他の

事業とも合わせながら、地域ケア会議の取り組みを行っていきたいと思ってお

ります。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） インターバル速歩とか、私がこれから言うキーワードが出

てきますので、次の質問に移ります。 

インターバル速歩ですが、ほんとそれこそ私もやっておりますが、これはほ

んとに良い運動になっております。運動靴さえあれば、それ以上何もお金もか
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かりません。ほんとに手軽に取り組める、一人でできる、自由な時間にできる

ウォーキングです。記録すること、これも続けられる一つの方法であると思い

ますし、少しそれもやらされ感もありますけれども、自分は天竜川の堤防や町

民グラウンドなんかへ行ってやっております。それでちょっとふっと、今度で

きた広い人工芝のグラウンドでできたら気持ちいいだろうなとちょっと思った

ところで、思いつきの質問項目になりましたけれども、この②番です。 

インターバル速歩は、今後も続けていくべきであるかなと、事業は続けてい

くべきであることと思います。新しくできるサッカー場とクラブハウスの活用

も兼ねて、そこでトレーニングできるように開放できたら、ぜひしてもらえれ

ばなというふうな質問項目でございます。よろしくお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） インターバル速歩はもちろんのこと、健康につなが

る取り組みは、ぜひサッカー場やクラブハウスを活用して進めていきたいと思

っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ぜひともあの人工芝のグラウンドで、昨日も見させてもら

いましたけれども、とても気持ちよさそうなので、できたらいいなというふう

に思います。 

③番の次の質問にいきます。 

今回の信大と連携して行っている「インターバル速歩と食品の併用効果」研

究 2024、これ 11 月に終わるんですが、どんな結果になるのか、自分も楽しみ

ながらチャレンジしております。このインターバル速歩の事業、これは良い結

果が出る、多分出るんだろうなというふうに思っております。この事業の継続、

これからそういったことを活用していってもらいたいと思いますが、担当課の

考えをお聞きいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 次年度以降、どのように継続するかは、11 月以降

に効果等を信大の方からご報告いただくことになっておりますので、その中で

検討を進めていく予定でございます。 
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現在、シニアを対象に認知症に関する調査という形で行っていますが、イン

ターバル速歩は、ご紹介いただいておりますように、小さい子どもさんから高

齢の方まで、その人に合った形でアプローチができ、その効果もある一定検証

されているといったこともございます。 

今後は、広い年代にアプローチするために、年齢層に分けて取り組むことが

できないかということを考えております。 

現状としましては、高齢者の皆さまには、健康センターあさぎりを基軸に介

護予防として、若い人また中年層に対しましては、運動習慣の定着を目指し、

地域おこし協力隊や町職員を中心に普及活動を行い、年齢別に目的を分けて、

その効果を確認しながら健康づくりに努めていきたい、そう考えております。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ぜひともこれ良いと思いますので、そんなようなあさぎり

を使ったり、また、地域おこしなどの協力隊の力を借りて、全町民に広げてい

ってもらえればなというふうに思っております。 

次、３本柱のその３になります。社会参加の部分で質問させていただきます。 

社会参加、孤立しないためにコミュニケーションの場に参加するということ

でございます。社会とのつながりは、フレイルや認知症のリスクを下げるとい

われます。いろいろな人といろいろな形でつながっていける場所は、町内いく

らでもあります。社会とのつながりが豊かな人ほど長く健康でいられるともい

われます。同世代とのつながりだけでなく、他の世代と世代間のつながりもフ

レイル予防には効果的である。趣味や教養、スポーツの会、ボランティアとい

った活動目的が明確で、参加者同士の上下関係が少ない活動に参加している方

が、健康づくりやフレイル予防の効果が促進されるという研究結果もあるとの

ことです。高齢者同士のつながる、人をつなぐネットワークが、地域に張り巡

らされていること、そこに住む人の健康は維持されやすいといった報告もあり

ます。 

（３）番でございます。 

フレイル予防の社会参加について、シニア大学、これは大きく貢献している

と私は思っております。学生が減少傾向にあると聞きましたが、学生増に向け

ての対応策は考えておられますでしょうか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 
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○教育委員会事務局長（清水 衆君） 議員のご指摘のとおり、シニア大学に参加す

る学生の数というのは減少傾向にあります。 

原因の一つですが、学生の、シニア大学の学生の母体であった、後でも出て

きますが、昔は老人クラブ、今はシニアクラブという名前になっておりますけ

れども、やはり各地域のそのようなクラブが減少してきたことというのがござ

います。 

一つの原因とすれば、65 歳以上であってもリタイアということではなくて、

引き続きお仕事を続けるという方も増えてきたんではないかなと、そういう背

景があるというふうに考えております。加えて、ご存じのように、新型コロナ

ウイルスがあったというのが影響が大きく、令和元年まで 100 人を超えていた

学生は、令和２年には 81 人というふうになりまして、またその後の感染拡大

の影響で令和４年度には 53名まで減少したとなっております。 

これらの課題についてですが、シニア大学の学生の代表者の皆さんで組織さ

れるシニア大学運営委員会というものがありますが、その中でも議論をされま

して、今までの地区ごとの集まりに限らず、多くのシニア世代の学習意欲を満

たす場、そして交流の場としてシニア大学の門を広げるという取り組みを進め

ていただいております。 

具体的ですが、具体的になりますが、「春に配布する募集チラシにて、ある

程度詳細に活動内容を伝える」「学生や町民からのニーズをくみ取って、魅力

的な班活動や講演会、イベントの企画を立て実施する」「今までシニア大学生

のみが参加できた講演会をオープン参加として、シニア大学の活動を知っても

らう機会をつくる」「中学生など子どもたちと触れ合う機会をつくり、異年齢

との交流を深めることで、多くの町民の皆さんに興味を持ってもらう」などの

取り組みを実践してきました。 

これらの取り組みが功を奏し、新型コロナウイルス以前にはまだ戻っており

ませんが、令和５年度は 70 人、そして令和６年度は 75 人と増加傾向となって

おります。 

今後もこれらの取り組みを継続しながら、シニアの皆さまの交流の場、学び

の場として、学生の皆さまの主体性を大切にしながら、運営していきたいとい

うふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 
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○７番（三浦喜久夫君） それこそさまざまなことを町の方でもやっておられるとい

うことで、コロナ後には学生も増加傾向にあるということでございます。私も

シニア大学というのは、ほんとにそういう交流の場の第一歩を受けるところで

あろうかなと思っておりますので、ぜひともこのシニア大学がフレイル予防、

社会参加に一番手っ取り早い、手っ取り早いという言い方は変ですけれど、一

番身近なところの社会参加の部分であってほしいと思っております。 

そこでちょっと提案を①番で入れました。 

民生委員の皆さんが月１回広報誌を配っているというお話をお聞きしまして、

そういった活動の中にちょっと便乗して、シニア大学募集とフレイル予防、社

会参加、そういったところの呼びかけをしてみてはいかがでしょうかという質

問でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 民生委員の皆さんは、75 歳以上の方がいらっしゃ

る世帯を中心に、「お元気ですか」というお便りを月１回配布いただいていま

す。このお便りは、民生委員さんの手作りで作成をいただいており、時節に合

った内容になっています。こうして、月１回顔を合わせて声をかけていただく

ことこそが、社会参加につながっているものと考えております。 

議員ご提案の内容につきましては、顔が見えた関係性の中でのお誘いは大変

効果的であると思いますので、民生委員の皆さんにお声がけをしたいと思いま

す。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） ありがとうございます。 

続いて、②番の質問に入ります。 

常会の回覧文書で、「シニアクラブ入会のお誘い」というチラシが目に入り

ました。一緒に健康長寿を目指しましょうというものです。町民の皆さまに

個々も兼ねてということで、再度、高森町シニアクラブについてお聞きかせ願

いたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 高森町シニアクラブは、平成 19 年時には 19 支部、

1,300 人ほどの方が活動されていましたが、平成 29 年から 30 年頃には 11 支
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部、600 人まで減少し、現在は７支部で 369 人となっています。役員をやりた

くないなあとか、地域にこだわった活動でなく、趣味の合う人との活動をした

いといったことから、減少をしてきているというようにお聞きしております。 

シニアクラブの活動は大切にしていきながらも、今年度から始まっておりま

す「ななの木カフェ」のように、誰でも集え、多世代の交流ができるといった

場所も活用いただき、社会参加といったものの促進は今後も続けてまいりたい

と思っております。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 無理なく頑張りすぎないで、自分のペースでゆっくりとで

きることを続けていくと、「ななの木カフェ」という話も出ました。杉の木ホ

ールで行っているイベントであるとか、先ほども少し答弁にありました、健康

センターあさぎりでのイベント、これはフレイル予防で出会う場所としては一

丁目一番地というふうに思います。 

外へ出て人と出会う、人と出会うために出歩くようになり、話す機会も増や

していく、まず通う場所を見つけるメニューを盛りだくさん提供することも必

要かと思います。答弁に折々いろいろお話もありましたけれども、フレイル予

防、社会参加について、今後取り組む事業・企画など、町民の皆さまに周知を

兼ねて担当課にお伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 議員からもさまざまな取り組みの機会をご紹介いた

だきました。健康福祉課の事業だけでなく、町、地域で実施する事業一つ一つ

が、つながりや交流のできる場として大切なものだと考えております。 

ここでご紹介させていただくとするなら、今年度「健康福祉の日」として、

11 月 17 日(土)に、山吹ほたるパーク周辺で、健康・福祉について考える機会

を計画しています。昨年好評だった「足」の健康について考え、健康運動指導

士と一緒に体を動かす講座、信大によるインターバル速歩の実践、健康のため

になる食事の提供、サッカー体験として「ブラインドサッカー」、高齢者でも

座ってできる「棒サッカー」、厚生病院による健康ブース等、参加された方が

一緒に実践できる内容になっています。 

高森町の健康づくりの中で、健康に関心を持っていただけない世代への働き

かけが一つ大きな課題となっています。今回は、乳幼児健診に参加いただいて
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いるお母さんにもご一緒に参加いただけるように声がけをしたところ、関心を

示していただき、ウェブデザインの資格のある方や一緒に活動いただける方な

どが、若い方の目線で広報にも一緒に進めてくださるとのことで計画を進めて

います。詳細は改めてご案内いたしますが、「健康福祉の日」が人と人のつな

がりの中で、健康や福祉について考える機会となり、何より参加いただいた方

が楽しんでいただけるように進めてまいりますので、議員におかれましてもぜ

ひご協力をお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 大勢な人が集まって楽しくイベントができるといいと思い

ます。たくさんないろいろな企画があると思うので、どれか一つでも町民の皆

さま方に参加して大イベントになることを期待しております。 

最後の質問に移ります。 

今年７月の某新聞にこのような記事が載っておりました。加齢で心身が衰え、

要介護に近づくフレイルを、電気の利用状況から検知するサービス「ｅフレイ

ルナビ」を導入する自治体が増えている。高齢化が進む中、フレイルへの社会

的関心は高まっており、サービスは本年度中に少なくとも 13 自治体に広がる

見通しだ。各家庭に設置されている電力スマートメーターを利用し、住民の同

意を得た上で、30 分ごとに電気使用量を計測、フレイルや健康な人の電気使

用量のパターンを学習した人工知能ＡＩで分析し、フレイルかどうか推定する。

結果は自治体に通知され、早期のフレイル把握や支援につなげてもらうという

ものです。 

ということで、④です。 

フレイル予防に関して意識のある人は、イベントなどに参加してもらってど

んどんと自分の健康も考えていけると思いますけれども、フレイルということ

に気づかない人をどうするか。某電力会社の「ｅフレイルナビ」を活用して検

知し、早期のフレイル把握や支援につなげられるサービス、これを導入してみ

てはどうかという提案でございます。お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） フレイル予防につながるサービスは、多くの企業か

らもご提案いただいているところです。まずは新たな仕組みを導入する前に、

現在取り組んでいる事業の中で、どういった周知や情報提供ができているのか、
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楽しく参加したいと思える活動になっているのか、やってみたいと思うきっか

けづくりになっているのか等、フレイル予防に少しでも関心を持っていただけ

るような取り組みを改善していくことから始め、その結果、新たな仕組みが必

要かということについて考えていきたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 三浦議員。 

○７番（三浦喜久夫君） 12時になりました。以上で一般質問を終わります。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を１時 30分といたします。 

 

休 憩  午後 時 分 

再 開  午後１時３０分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告６番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ８番、木下啓爾議員。 

○８番（木下啓爾君） 議席番号８番、木下啓爾です。 

これから、高森町の今後の補助金・支援金に係る施策ついて、質問をいたし

ます。 

早速（１）の質問です。 

町会議員として町民の皆さまから、町の補助金や支援金の増額・新設につい

て、たくさんのご意見やご相談をお聞きします。お聞きをしていて、町の町民

の皆さまの日常生活のご苦労や事業継続に関わる資金面での問題点、さらには、

町の事業や施策に関わるご意見など伝わってまいります。それらは、若い世代

の子育てや高齢者の今後の生活に対する不安、農業や商売に関わる苦しい経営

状況の不安など、なるほどなあと思わされることがほとんどです。 

一方、本日のテーマである補助金や支援金には、さまざまな支給形態があり

ます。コロナ禍での各種補助金、支援金のように、国や県の施策として実施す

るとして計上されているもの。このほかにも県独自の補助金、支援事業もあり

ます。そして、補助金、支援金については、国、県、町の負担割合もまちまち

です。 

一方、町の補助、支援については、中学生の通学カバンの支給のような現物
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での支給、老人福祉関係の医療費補助のような現金での直接援助、また、生ご

み機処理機の補助や新築家屋への補助のような、高森町が推進しているゼロカ

ーボン対策や人口減少への対策のような施策事業推進に関わるものなどがあり

ます。 

そこで、（１）の質問ですが、当然、先ほどのような町民の声は行政にも届

いていると思われます。そのようなご意見やご要望に関わり、現在の高森町に

とっての「補助金や支援金の意義」について、町長のお考えをお聞かせくださ

い。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、地方自治法では、「普通地方公共団体は、その公益上

必要がある場合においては、寄附又は補助をすることができる」とされており

まして、その支出は、公益上の必要性が高い場合に限られています。補助金等

の原資は、貴重な税金で賄われていることから、補助金等の交付にあたっては、

公益性の高さだけではなくて、公平性と有効性についても十分考慮される必要

があると判断しております。 

高森町が行う補助金や支援金の意義というご質問でありますけれども、まず

１つとして、町民や各種団体などが行う公益性が高い事業や活動を応援するた

め、２つ目として、経済的に困窮される方をご支援するため、３つ目として、

まちづくりプラン等町の方針に基づいて実施する事業を推進する手段として、

というような３本の柱でいま構成をしているというようなことになるかと思い

ます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま町長にお答えをいただきました３つの視点が、高森

町の補助金や支援金の基本的な考え方であるとして、これからの質問を展開さ

せていただきます。 

次からの質問ですが、議長のご許可をいただいておりますので、関連もあり

ます①②③について、一括で質問し、一括で回答をお願いしたいと思います。 

①の質問です。 

今回の９月議会では令和５年度決算を審議しています。先ほどから話題にし

ております町の補助金や支援金を、これまでの予算書なども参考にして、私個
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人で調べようとしました。しかし、これらは非常に多方面にわたっており、表

記の仕方もさまざまです。決算書のあちらこちらに書かれていますので、項目

を見つけ出すだけでも大変な作業で、取りかかってすぐにあきらめました。本

島総務課長にご相談したら、数字は調べられるとの回答をいただきました。 

そこで、①です。 

令和５年度の高森町独自の補助金・支援金の総計はどれほどの額になるのか。

また、予算総額における補助金・支援金の割合について、お聞きをいたします。 

②は、過去との比較をしたいので、同様な計算で過去の決算についても、高

森町独自の補助金・支援金と、総額と予算総額における補助金・支援金の割合

を教えてください。 

さらに③の質問、それらの補助金や支援金について、今後、数年間の推移を

どのように考えているか、お聞かせください。 

以上、３点続けて質問をいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） それでは、お答えさせていただきます。 

議員のご質問の詳細については、先ほど例に挙げていただきましたカバンと

か、現物支給とかもございますので、財政の科目上で明確に分類できない部分

もありまして、これから申し上げるようなルールで算出した内容でお答えさせ

ていただきます。 

まず、支出科目の節、負担金補助及び交付金、この節から負担金を除いたも

のと、あと節、扶助費の合計から単独事業を抽出したもの、この合計でござい

ます。 

なお、扶助費の方ですが、町単独事業だけではなくて、これには県単独事業

で町が実施するとしたものですとか、国庫補助事業の町独自の上乗せ分、こう

いったものが含まれておりますので、ご了承ください。 

この基準で算出した令和５年度決算額は３億 8,469 万２千円で、決算全体に

占める割合は 14％になります。 

また、同様の計算で 10 年前、平成 26 年度決算において計算をいたしますと、

決算額は２億 8,698 万９千円、予算規模が異なりますが、決算に占める割合は

11.5％。先に申し上げた令和５年度と金額で比較しますと、26 年から５年に

かけて 9,770万円ほど増えたことになります。 
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また、最後に、補助金や支援金の今後の推移というご質問ですが、今後の推

移につきましては、景気経済の状況ですとか、人口減少、少子高齢化、こうい

った外的要因も大きく影響しますので、明確なお答えは難しいところですが、

例えば、支援の対象者が年々増加していったりとか、そういった制度もござい

ますので、また、いま申し上げた 10 年前との比較からしても、今後も増加し

ていくと推察しております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいまの回答から、補助金や支援金については、その実施

内容や金額が確実に増えており、10 年間で約 3.5％の増加をしております。ま

た、今後も増えていくだろうという予想であります。 

そこで、④の質問です。 

町民の方々からのさまざまな補助金や支援金の要望に対応するため、施策の

立案や予算計上にあたり、高森町ではどのようなシステムがあるかをお聞きし

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 町民に皆さまなどからの要望等に対しまして、先ほど町

長が申し上げました補助金等の意義に照らして、必要と判断できる制度につい

ては、各課が積算し、査定において町長等の判断がなされます。 

このように予算化等は個別に判断をしておりまして、議員のご質問の統一の

ルール、仕組みのようなシステムといったものはございません。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま回答していただきましたように、町民の皆さまから

届く補助金や支援金の要望に対して、担当課を中心に、その内容や必要性、ま

た財政面や将来の財政などからを多面的に検討されていることと思います。そ

の上で、それらを全庁での検討、町長の判断を経て決定していることと思いま

す。 

そこで、（２）番の項目の質問に移ります。 

現行の高森町独自の補助金や支援金については、これまでの町民の皆さまか

らの要望や歴代町長の公約や考えで創設されたものもあります。そして、現在

も引き継がれ実施されている補助金・支援金がほとんどであると私には思えま

す。 
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また、補助金・支援金と並行してさまざまな施策を展開してきた経過もござ

います。 

そんな中、先ほど申しました、事業誘導に関わる補助金・助成金を除いて、

過去に廃止された、それも額の大きい補助金・助成金はありますでしょうか、

お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） いくつか例示をさせていただきますが、金額の大小はち

ょっと考慮しておりませんので、ご了承ください。 

いくつか例示しますが、町へのＵターン推進を目的に、町外者の若者が定住

した場合など８万円を補助する「高森町おかえりなさい奨励事業補助金」がご

ざいましたが、これは平成 28 年度で終了しています。元々要綱上３年の時限

制度を設けてもございましたが、その補助金の目的と効果を踏まえまして、制

度の制度はせずに廃止をしております。 

新規に農業に就業した方に就農祝い金８万円を交付する「新規就農奨励金支

給事業」につきましては、別の青年就農給付金制度と重複するため廃止、低所

得の高齢者の下水道接続を支援する「低所得老人等宅内排水設備補助事業」と

いうのがございましたが、下水道普及率の状況を踏まえまして、この事業は役

割を終えたとして平成 23年度で廃止をしてございます。 

また、現在続いております「町民主体のまちづくり活動支援事業」、こちら

を制度化した際には、趣旨を同じくする類似の団体補助金については、この事

業へ申請していただくこととして廃止をしております。 

いくつか例示をしましたが、ここに挙げた事業のほかにも補助制度の利用者

や対象者がほとんどいないもの、国県など他の支援が充実したもの、他の制度

との統合、または財源支援が不要と判断される団体補助、目的を達成、役割を

終えたと判断できる制度など、予算編成時に協議し、廃止や金額等の見直しを

行ってきております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま質問をいたしました、今までに廃止された補助金・

助成金につきまして、いくつかのパターンをお聞きしましたが、役割を終えた

ものと判断されたものが多いように思います。 

また、形を変えて違った補助金・支援金の支給ということもあるかと思いま
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す。 

次の①の質問ですが、補助金・支援金を含めた施策については、各課、庁内、

ときには公開を含めた評価を実施していますが、補助金・支援金の評価や成果

はどのように検討しているのか、お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 本年度も令和５年度の施策評価を行ってきましたが、評価単

位が施策となっていますので、施策を向上させる手段である事務事業や制度の

評価まではできていないというようなことがありまして、ご質問の補助金や支

援金についての詳細な評価を行っているという状態ではございません。 

ただし、予算編成や予算査定時に、その事業の目的や必要性については必ず

確認をさせていただいて、継続や縮小、廃止、場合によっては拡大するという

ような方向づけをさせていただいております。 

それぞれの補助金の成果については、成果が大きかったもの、十分に活用が

至らず成果が上がらなかったもの、目的を達し廃止としたものなどさまざまで

ございます。 

制度の中には、当初は補助や支援といった目的で始め、臨時的に設けた制度

であったはずが、数年の経過などで町民の皆さまには、支援ではなく通常の制

度と認識されている制度もございます。制度を始めた当時の趣旨については、

継続して広報をして、今後もご理解をいただくということも重要かと考えてお

ります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） そこまでは考えておりませんでした。町民の皆さまにとって

は、支援から始まったものが、そのまま一つの制度として位置づいてしまう、

そういう捉え方もあるのだなあというふうに思いました。 

続いて、②の質問でございます。 

ここからがテーマに上げた今後の補助金・支援金に関わる施策に直接関係し

てまいります。 

町民の皆さまからの要望について考えますと、苦しい生活や事業運営を少し

で助けてほしいとの思いがその根底にあります。ご承知のように、物価高、輸

送費の高騰、経済的に余裕がなくなってきた方が増加している現在では、今後、
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補助金・支援金は増え続ける傾向にあると予想されます。それに対して、町の

財政面からは課題はないのか、お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 町単独の支援の財源ですが、町民税や交付税などの一般

財源になります。一般財源は、地方自治体行うさまざまなまちづくりの財源で

あり、用途の自由度が高い貴重な財源です。補助金等が増加し続けると、相対

的に他のまちづくりの財源が少なくなり、また、経常収支比率が増加し、財政

の硬直化にもつながります。 

現状で、補助金等の増加が即財政運営に影響を及ぼすといった状況ではござ

いませんが、社会情勢の変化に臨機応変に対応したり、新たな支援を速やかに

実施したりするためには、一般財源の充当事業にも余裕をもっておくことは財

政運営上重要な要素といえます。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 課題は、一般財源であるからこそ、まちづくりに必要なあら

ゆる方面からのお金が必要となります。 

③の項目に移ります。 

現在、第７次まちづくりプランを策定中であります。ただいまお聞きした、

まちづくりに影響を及ぼすような財政、また補助金・支援金について、今まで

あった補助金・支援金はなくせないとの思いを払拭して、意義や効果など、今

後の財政状況の面から点検を行う必要があるのではないかと考えていますが、

いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 現在、第７次まちづくりプランの後期計画の見直しを行って

おります。行政評価の方法を、これまでの施策単位から事務事業単位へ変更す

予定をしております。より具体的な事務レベルでの効果、成果などを評価する

仕組みとなりますので、事業そのものの必要性や効果なども検証されるという

ことで、各種補助制度の意義や効果の点検にもつながると考えております。 

また、まちづくりを進める上で、「前例踏襲」という考え方ではなく、また、

「あると良い」ではなくて、「無いと困る」というようなところに重点を置く

ことは重要な要素になるかと思います。「あるものは無くせない」という思い
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は払拭することは大切だと思います。その視点も持ちながら、事務事業の評価

を進めていくという形になるかと思います。お願いします。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま町長の回答でありました、事務事業評価、細部にわ

たる評価がなされるものと期待をしております。 

今後のことですが、新規の補助金・支援金に関わり、また、過去の事業の計

画や廃止・休止・減額などを検討する行政・町民・外部有識者からなる審議会

のようなシステムが必要になると考えます。先ほどの事務事業評価とも絡めて

ご回答いただければと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 現在行っておる補助金の中で、町民主体のまちづくり活動支

援事業、これについては、審査委員会により対象の可否を判断をいただいてお

るということであります。また、まちづくりプランの外部評価委員の皆さんに

は、町の取り組みについて評価をいただき、評価結果をまとめていただき、ま

ちづくりに反映をしているということです。 

補助金や支援金の制度そのものの廃止を検討する組織というものはございま

せんが、現在ご提案の審議会という形で設置をするかどうかと言われれば、今

のところ、そのような検討はしていないということです。 

ただ、そのような組織は設置していませんけれども、どのような支援制度で

あっても、そのための予算を議会に決定いただいて初めて運用できるというこ

とですので、これからも議員の皆さまには時代背景や他の事業との優先度の比

較、制度そのものの必要性なども考慮をして、予算を決定いただきたいと思っ

ております。 

町としては、事務事業評価の結果を町民の皆さまに公表をさせていただくこ

とで、制度の見直しや経過、根拠も含め、関心を持って理解をいただくという

ことに努めてまいりたいと思いますし、できれば、事務事業評価に多くの町民

の皆さまに集まっていただいて、その場でやはりご意見を出していただくとい

うような、そういったまちづくりが進むような手段を考えてまいりたいと思っ

ております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 
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○８番（木下啓爾君） いつも一般質問をすると、町長は必ず議会に仕事を仰せつか

ります。今のお話も、予算、決算、その都度、先ほど来申しております助成金

や支援金について、深く審議をすべきところではございますが、先ほど言いま

したように、なかなか決算書、予算書、わからないところが多いところでござ

いますので、また、行政とも相談をしながらやっていきたいものだなあと思い

ます。 

続いて、項目（３）の質問です。 

コロナウイルス感染症のまん延で、国の対策に支出が膨らみ、国の財政不足

が今後も続いていくと予想されます。そのため、国からの地方交付税などに大

きく左右される地方自治体の財政についても、その影響は出てくると考えます。 

現在、高森町では、税収を含めてしっかりとした方向性や計画性を持った行

財政の対応や計画がなされていると私は評価しておりますが、行政として、課

題と考えておられることはありますでしょうか、お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） この議会で健全化判断比率の報告をさせていただきましたが、

単年度の増減はあるものの、以前の頃に比べれば、各種財政指標は大きく改善

をしてきています。 

保育園の建設であったりほたるパークの整備、将来の福祉センターの改修に

ついても、国等の補助や交付税措置の高い起債などを活用して財源を確保する

ことによって、財政負担の軽減、こういったものに取り組んでいるということ

であります。 

将来、仮に高森町の税収が減ったとしても、今の制度であれば、交付税によ

り行政経営に必要な財源は確保されて、国の地方財政全体の制度を考え、現行

の制度のまま将来も続くのであれば、町の財政は計画的に健全性を維持しなが

ら運営できるものというふうに考えております。 

しかし、日本全体が人口減少、少子高齢化が進んでいくと、国の財政は今の

ままというわけにはいかなくなるということで、そのような状況下でまちづく

りを進めるためには、個々で見れば必要な事業であっても、それぞれ比較して

より優先度の高い事業のみを実施していかなければならなくなるということで

す。 

環境の変化にも対応できる財政の体力をつけておくために、基金の確保やふ
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るさと納税などの独自財源の確保などに引き続き取り組むということと、時代

の変化に合わせた各種制度の見直しや改善も行っていく必要があるということ

です。 

全体を通して考えると、当然、国の地方財政計画の中で、地方に対する交付

税の措置というものについてはこれから見直しがされてくると、そういう予想

はしておりますが、ただ、そこがどういう形になっていくのかということであ

ったりとか、例えば、交付税の算定に用いられる人口であったりとか、面積で

あったりとか、そういったものがどういうような算定率の中で変化をしてくる

のかというところが、今の時点では全く見えてないというところですので、将

来の国の負担、地方に対する負担を予測するのは非常にいま難しいというよう

な状態です。ただ、総理総裁がいま選挙になっている状況を見ると、何を打ち

出してくるかが、もう全く予想ができないというような状況ですので、どこが

政権を取っても、もしかすると考えられないようなことが起こるかもしれない

ということを考えると、今 20 億くらいの基金というものが、果たしてこのレ

ベルでいいのかどうかというようなところも踏まえて、町としてはもう少し基

金を積み増す必要があるのかどうなのかということも含めたりとか、場合によ

っては、今やっている支援ですね、国やなんかにそういった支援を求めていっ

て、町の方の財政負担を減らすというような、そういう努力も続けていかなき

ゃいけないと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 町の財政比率等については、先ほどの部分でお話しをしよう

と思ったんですが、長くなるのでやめました。 

今、町長の言われた国の動きですが、国の財政は確実に危機的状況ではない

にしても、苦しい財政であることは確かです。地方分権が騒がれて久しく時が

経っておりますが、なかなか交付税、交付金の名目またはほかの名目で、どう

しても手かせ足かせをかけられているのが、今の日本かなあと思っております

が、今後、いま町長が言われたように、どうなるかわからない。そこらも高森

町としてどう対応していくか、考えていかなければならないなあというふうに

思います。 

そんな話をすると終われなくなっちゃうので、（３）の①に入ります。 

そもそも補助金・支援金に対しては、町民の生活の家計や事業運営に関わる
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重要な問題です。そのため、その補助金・支援金の見直しについては、行政と

しては、ある意味、手の付けにくい部分でもあります。しかしながら、将来の

ことを考えると、予算総額の何％以内のような上限枠なども考えていく必要が

あるのではないかと考えます。先ほどお聞きをいたしましたら、10 年前は

11.5％が、14％程度になって増えているということで、その予算総額の何％以

内というような上限枠のことを指しております。そう考えますが、いかがでし

ょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 補助金・支援金につきましては、その時々の社会情勢に

より必要な支援制度や金額も変わってまいりますので、一律の割合、上限額と

いうものを設定するというのは少し難しいかと、現時点では考えております。 

しかし、現状で補助等がどれくらいの割合、金額になっているのかというも

のは、今回、議員の冒頭の質問でいただいたような確認ですね、こういったこ

とは常にしておく必要性を改めて感じております。 

また、今回の議員のご提案の趣旨ですけれども、制度それだけの単体の議論

ではなくて、他も含めた俯瞰した視点で判断、議論することの必要性や重要性、

こういったものをご提案いただいておると理解をしております。 

制度検討の際には、その制度のみの議論でなく、町全体のさまざまな制度と

の優先度比較、現在の町の財政状況などを含め俯瞰した視点で判断し、また、

そのような考え方は、対象の皆さまにも共有していくと、こういったことに努

めてまいりたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 最後の質問②であります。 

今、課長の回答の中にありましたように、町民の皆さまに、補助金・支援金

について考えていただく機会、これをつくることは、今後の高森町財政やまち

づくりのために必要があると思います。 

かつて近隣市町村から、高森町は福祉の町、子育ての町と言われる時代もあ

りました。最近では、町民の皆さまの中には、補助金や支援金が他の市町村と

比べて少ない、そのことから、「福祉の町はどうした、子育ての町はどうし

た」と言われる方もお見えです。 

この機会に、町民に補助金・支援金に関わる課題を周知し、町民も交えて、
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町全体で考えていく施策を考えてみたらどうかと思いますが、いかがでしょう

か。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 貴重なご提案をいただいて、ありがとうございます。 

継続して行っている制度、こうしたものも決して当たり前ではないというこ

とであったり、その原資は補助を受けている人だけでなく、すべての納税者の

税金であること、新しい制度を始めるには、その時代に合った公益性の高い制

度を優先し、場合によっては、これまでの制度をやめなければならないという

こと、こういったものを町民の皆さまにきちんとご理解いただくということは

大切なことだと思っております。 

ご存じのとおり、高森町の行政評価はさまざまな方法で町民の皆さまにお伝

えをしているんですが、なかなかそれについて難しすぎてわかりづらいであっ

たりとか、そもそもそういったことに興味がないというような状態が続いてい

るということもあるかと思います。 

先ほどから申し上げている事務事業評価は、これまでの施策評価よりも個別

の事業の評価をすることで、身近な具体的な内容の評価となってきますので、

町民の皆さまにこれまで以上に関心を持っていただけると認識をしています。 

補助金に係る課題なども含めて、事務事業評価の結果を町民の皆さまにお伝

えをし、今回の一般質問で議員から提起された課題の趣旨も併せ、町民の皆さ

まに共有していくように努めてまいりたいと思います。 

先ほど、福祉の町、子育ての町というようなご発言をいただきましたが、町

がお金をばらまくことが福祉の町ではないし、子育ての町ではないと思ってい

ます。きちんと負担していただくべきものは負担していただく。やっぱり必要

なところに必要なお金を届けるという、そこのところを町民の皆さまにご理解

をいただくというのは非常に重要なことで、今まで支払ってきたものが、もう

当たり前になってきているという、そこにはほかの皆さんの税金や何かが含ま

れているということを誰も考えなくてもらっていくという、そういうような状

態というのは、何年かすると必ず起こってしまうので、そこに対してきちんと、

そうではないというところを町は伝えていかなきゃいけないというのは、町の

反省も踏まえて、今後検討をしてまいりたいと思います。 

ただ、最後に、最終的には議会のご決断をいただくということになっており
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ますので、これについては、この事業のことだけではなく、一般財源を原資と

した他の分野の支援制度と優先度などについても議論をしていただくというこ

とと、まちづくりプランの評価、今後実施する事務事業評価の結果などを活用

して、議会にもその支援の必要性については、町としてはしっかり説明させて

いただきますので、議員の皆さまにも、町民の皆さまへの意思の共有、こうい

ったものにご理解とご協力をお願いしたと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 返答に困っております。 

これで質問は終わりのわけですが、本日の木下の一般質問は、高森町のまち

づくりに関わる補助金・支援金について、告知をしてございます。ところが、

お仕事がお忙しくて、わりあい大きな額を補助金と支援金としている課が、課

長がいなかったり、ほかの課でもご出席されていない課長さんがおみえですの

で、ぜひともいま言った私の質問や町長の回答等、課長会等で周知していただ

いて、先ほどありましたように、町と議会と町民とみんなで考えていきたいな

あというふうに思います。 

まちづくりの目標や補助金・支援金の要望、今後の財政状況、それぞれのバ

ランスを考えながら、（１）で町長がお答えになった３つの視点に立ち返り、

バランスの良い行政運営を期待して、私の一般質問を終わりにします。 

 

◇ 通告７番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ９番、原 敏明議員。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

通告に従って、アレチウリの駆除を問うと題して、伺ってまいります。 

アレチウリの駆除といえば、７月の河川愛護月間に合わせて取り組まれるア

レチウリ駆除作業が有名で、今年も７月７日に実施され、流域の 108 名の住民

が参加されたということです。 

また、町の環境水道課は、アレチウリ等の駆除研修会を 2021 年までは６月

に年１回開いてきております。 

特定外来植物アレチウリは、天竜川などの河川敷や道路畦畔だけでなく、近

隣の荒れ地や畑、住宅敷地内などでも見られるようになりました。昨日のほた

るパークの近所でもしっかりアレチウリが見られました。 
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こういった状況に即した駆除の対応が求められてきていると思います。 

そこで、（１）アレチウリの繁茂分布の確認と除草の依頼について、お伺い

していきます。 

東京都のあきる野市では、アレチウリについて、自宅の敷地や畑の防除とと

もに、どこに生えていたかの連絡を市民に依頼し、土地所有者を調べ、除草依

頼するとともに、市有地の除草を行っています。 

当町の現在のこういったアレチウリの分布についてと現在の取り組みについ

て、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） まず、アレチウリの駆除につきましては、大前提と

いたしまして、雑草の除草と同様に、土地所有者が行うものであると考えてお

ります。 

当町の取り組みですけれども、広報かたもりやお知らせ版、町ホームページ

等の媒体を用いまして除草の広報をさせていただいておるところでございます。 

駆除作業につきましては、先ほども議員からお話がありましたけれども、天

竜川の河川敷におきまして、周辺の区と協働により抜き取り作業を実施してい

るほか、町職員が定期的に、把握している町有地を中心にアレチウリ、オオキ

ンケイギクなどを駆除を行っております。 

アレチウリの分布につきましては、先ほどもお話がございましたが、河川敷

や大きな土手、また空き地、農地等にまとまって見られております。かつては

高森町の下段であります天竜川の河川敷を中心に、局所的に分布をしておりま

したけれども、近年では、全町に広がりつつあるという状況でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） では、①に移ってまいります。 

先ほど少し報告がありましたが、町有地のアレチウリについては、町で駆除

できているのか、お伺いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） まず、町が把握している主な町有地のアレチウリの

繁茂個所でございますけれども、役場南側の斜面、それから役場弓道場の北西
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側の斜面、山吹の垣外一般廃棄物処分場の西側などがございます。 

昨年度から、環境水道課職員が中心になりまして、アレチウリ、オオキンケ

イギクの抜き取り作業を実施しております。そのほかに、町道管理を担ってい

ただいております民間業者の方も、町道敷地内でアレチウリなどが確認された

場合は駆除を行っていただいている状況です。 

すべての町有地でアレチウリの駆除や繁茂状況を把握できている状況ではご

ざいませんけれども、今後、町有地においてアレチウリが確認された場合、土

地を管理している部署が可能な範囲で対策をしていきたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） ②に移ってまいります。 

アレチウリ駆除の協力依頼は、昨年６月の、先ほどお話がありましたように、

お知らせ版でオオキンケイギクのみで記載し、今年６月の広報あったかもりで

は、一年草のアレチウリ、今回お願いしておるアレチウリと多年草のオオキン

ケイギクの駆除法が一括りで記載されておりました。実のつく前に、アレチウ

リは刈り取りや抜き取りすれば実を付けることがなくなって、段々減らしてい

くことができるんじゃないかというふうに考えるわけで、そういうことで負担

を軽減していけば、オオキンケイギクみたいなように根から処分するというよ

うなことをしなくても、抜き取ってその場に放置すればアレチウリの場合はい

いと思うんで、ということで、負担を減らせるような広報が必要じゃないかと

いうふうに思うわけですが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 今年の広報かたもり６月号ですけれども、町内で多

く見られるアレチウリとオオキンケイギクの駆除方法を紹介をさせていただき

ました。「抜き取った、または刈り払った特定外来生物は、燃やすごみとして

処分するように」ということでご案内をさせていただいたところでございます。 

これは、抜き取った植物が、また根が地面に触れていると、再度成長するこ

とがあるということで、確実に駆除をする方法として掲載をさせていただいた

ところであります。 

植物が再生しないように気をつければ、現地に置いておく処分方法でも構わ

ないということで考えております。 
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○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

いま私が言いました中で、アレチウリは一年草ですし、オオキンケイギクは

多年草という形になっておりますので、処理方法というか、ちょっと違うんじ

ゃないかというふうに思うわけです。方法上のね。その辺はどうなんでしょう

か。一緒でいいんですか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 先ほども申し上げましたけれども、今回６月号で掲

載させていただいたのは、確実に処分をする方法、駆除をする方法として、燃

やすごみで処分をしていただきたいということでご案内をさせていただいたも

のになりますので、一年草のアレチウリにつきましては、実の付く前であれば、

刈り払ってそこの場に放置しておく、残置しておくということでも構わないと

思われます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、③に移っていきます。 

アレチウリの防除について、長野県林務総合センターミニ技術情報の平成

11年８月№15では、次のように述べています。 

一年生草本であるアレチウリの防除は、種子を作らせないことがポイントに

なります。種子をつけさせなければ、翌年の発生量は激減し、根絶することも

可能ですとしており、また、これまでの調査で、本県の場合、８月 10 日以降

に発芽した個体は、開花結実しないという結果が出ています。また抜き取りを

する場合には、花に集まる蜂や、ツルに密生したトゲに注意する必要がありま

す。特に花が終わる頃にツルに密生したトゲが外れやすくなり、トゲはカギ状

となっているため、服に付くと取れない上、皮膚に刺さると化膿することがあ

りやっかいです。 

以上のことから、防除の適期は８月上中旬、梅雨明けからお盆の頃といえま

すとしています。 

このことから、一年草であるアレチウリ駆除では、種が落ちないようにする

こと。実には堅いとげがあり、実ができてからの作業は大変危険で、種を付け

させないという目標のもと、アレチウリを見分けやすく、花が咲く時期８月上
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旬に抜き取る。事前の策としては、刈り払いを奨励してはいかがかと思います

が、どうでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 例年、町の広報媒体を用いまして町民の皆さまに広

報をしているほか、環境保全委員会や町民の皆さまへ、ごみ説明会等の機会に

周知をさせていただいております。今年の６月に発行した広報かたもりでは、

駆除方法として、小さいうちに、種がつく前に、抜き取りまたは刈り払いをす

ることを依頼をさせていただきました。 

今後も、ただいま議員のご提案がございましたけれども、そちらを参考にさ

せていただき、広報の内容や適正時期など検討した上で、引き続き広報に努め

てまいりたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） （２）に移ります。 

アレチウリの駆除を全町的な取り組みにということで、伺ってまいります。 

安曇野市では、アレチウリが繁茂している区と共催で一斉駆除を実施してい

る。また、駒ヶ根市では、10 人以上が参加する特定外来植物などの駆除作業

にポイントを 300 ポイント付けているというようなことが書かれています。市

民の参加で駆除作業をどちらも実施しているわけです。 

町は、高森町では、この駆除作業をやり遂げるために、多くの町民に参加し

ていただくための何か施策を考えているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 先ほど議員からもお話がございましたけれども、毎

年７月に、天竜川におきまして、下市田区・吉田区・山吹区の皆さまに呼び掛

けをさせていただき、河川清掃及び特定外来生物の駆除を実施をしております。

今年度も 108 名の参加がございまして、アレチウリ、オオキンケイギクすべて

ではございませんけれども抜き取りの作業を実施いたしました。 

また、令和２年度から令和４年度までの３年間でございますけれども、町民

の方から募集して特定外来生物を駆除する「ＧＡＩＲＡＩバスターズ」を組織

し活動を行い、24 名の方の参加がありまして、主には土曜日を基準とした日

に活動をしてまいっております。３年間の活動を通しまして限定的ではござい
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ますけれども、駆除作業を行った箇所についての一定の効果はあったと確認を

しておるところでございます。 

しかしながら、「少人数の活動だけではその繁殖力を止められず広がりを見

せている」また「町内の生育状況からバスターズの活動の限界を感じている」

などのご意見をいただきまして、「ＧＡＩＲＡＩバスターズ」の皆さまへのま

た負担も大きいことから、令和５年度以降の活動としては中止とさせていただ

くということになりました。令和５年度以降からは、メンバーの皆さまが地域

内で周囲の人たちを巻き込みながら取り組みをしていくことといたしまして、

今後はこうした各地区の、地域で行います活動を支援しながら、引き続き広報

活動を継続していきたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

今、課長の言われた中で、やっぱりその地域に広げていく必要があると思う

し、最初始めた天竜川の河原での駆除作業だけでなく、周りの自分の住んでい

る周りの駆除作業をしていくことなしに、町での駆除は進んでいかないと思い

ます。そういう点で、やはりもう少しほんとに河川清掃をお願いしているよう

な、そういう範囲でやっぱりお願いをしていくというような、そういう方向で

の検討が求められてくるんじゃないかというふうに思うわけですが、いかがで

すか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） ありがとうございます。 

現在、町としても、この特定外来生物につきましては、何とか対応をしてい

かなければいけないということは十分に認識をしておるところでございますけ

れども、いま現在、町としての駆除活動につきましては、まずは、町民の皆さ

まへ出労の負担、こういったものもやっぱり軽減もしなければいけない。また、

費用対効果などを総合的に判断をしていかなければいけないということで考え

ておりまして、まずは、効果的な広報活動をさせていただきながら、住民の皆

さまの意識が高まるように、そんな方法を練っていきたいなあというように考

えておるところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 
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○９番（原 敏明君） ２回目の補足でお願いします。 

環境水道課だけでなくて、やはり町全体で、今もう農地にも入っているわけ

ですから、農業委員会、今回の地域計画とかそういうような話の中でも、荒れ

てきていて農地を維持できないというような形になってきているので、そうい

う分野に対しても、一緒に取り組んでいくということが求められてきていると

思うので、そういう分野の方たちとも相談しながらやっていただく。また、次

の関連質問でもちょっとお願いしますけど、そんな点についてちょっと広げて

いくことも考えられているのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） ありがとうございます。 

町として全く目を背けているわけではございませんので、やはり特定外来生

物、こういったものに対する認識につきましては、役場内で共有をさせていた

だき、いろいろなところで特定外来生物を目にするかと思うんですが、農地で

あったり、道路の敷地であったり、また町有地であったりということ、いろい

ろあるかと思いますので、共有をさせていただき、なるべく早くの対策、こう

いったものに心がけていきたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） ①番に移ります。 

アレチウリ駆除は、大きくなる前に抜き取る方法が作業が楽ということで、

６月に作業がされていたりしています。これも大事ですが、種を付けさせない

という目線からすれば、抜き取ってからもまた生えてきますし、それが実を付

ければ種が付いていってしまいます。 

アレチウリの駆除方法については、今回質問をするにあたって、各自治体の

チラシなんかも読ませていただきましたが、自治体によって表記が若干違って

いたりしています。そういう点で、県の研修会とか研究者の意見を聞いたりし

て、正しい知識で取り組んでいくことが効果があるというふうに考えますので、

そういった学ぶ場を、今までの現場だけじゃなくて、座学も含めて学ぶ場を考

えていくことがいいと思うんですが、その点はどういうふうに考えますか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 
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○環境水道課長（林 和彦君） アレチウリの生態につきましては、整った見解は示

されているというように考えております。 

また、自治体ごとに、どこまで対策をするかによって、周知の内容が若干異

なっているものと思われます。引き続き情報収集をしながら、効果的な広報に

努めてまいりたいと思っております。 

また、学ぶ場を設けるというご質問をいただきましたけれども、過去にも、

長野県の出前講座を活用して学習会を開催した経過もございます。 

今後は、全町対象ではなく、各地域や団体等におきまして、特定外来生物の

駆除について意識が高まり、必要とされればということで、そうした段階にな

ったら、県の出前講座や専門家などの学習会開催等について支援などをさせて

いただきたいと考えておるところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） これで今回の質問を終わるわけですが、いろんな今の取り組

みだけでなくて、幅広くいろんなところの先例を参考にしながら、よりよい方

法を考えてもらって、高森町でアレチウリが繁茂しないようになることをお願

いして、今回の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告８番 大島正光（12 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 12番、大島正光議員。 

○１２番（大島正光君） 12番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問を行います。 

１月に能登半島地震が発生し、その教訓を生かすためにということで、以前

伺いました。 

今回は、南海トラフ巨大地震の対応について、追加的な質問をさせていただ

きます。 

８月８日、南海トラフ想定震源域周辺でマグニチュード７クラスの地震が起

き、気象庁は初の「臨時情報」を発表しました。その後、警戒期間の１週間が

過ぎた 15 日、想定震源域で大地震につながる可能性がある特段の変化を示す

地震活動や地殻変動は観測されていないとして、呼びかけが終了しました。 

しかし、南海トラフ沿いの大地震は、平常時でも切迫性が高く、今後いつ発

生してもおかしくないとしております。 

（１）に移ります。 
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高森町は、南海トラフ地震対策の特別措置法に基づく「防災対策推進地域」

に指定されております。町民の生命、財産を守る立場から、初めて出された

「臨時情報」の受け止めと、町民に対しどのような情報を発出したのか、町長

に最初に伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） ８月８日 16 時 43 分に、宮崎県日向灘を震源とするマグニチ

ュード 7.1 の地震が発生をしました。国は、南海トラフ地震臨時情報の調査中

に続いて、南海トラフ地震臨時情報巨大地震注意を発表しました。南海トラフ

地震臨時情報は制度開始後初めて出された情報ということもあって、注意情報

をどう扱うかは各自治体に委ねられたということもありまして、また、日常生

活を普段と変わらず継続しつつ地震に注意するといった国の説明もありまして、

町では、防災計画に基づき対応を進めたものの、具体的にどこまで行うべきで

あったかなど、課題が残ったと受け止めをしています。 

町民の皆さんも、町あるいは報道を通じて国や県から出される情報をどう理

解しどう行動すればよいのか、迷われたと思います。実際に、臨時情報後には

町内のスーパーやドラッグストアからミネラルウォーターが売り切れる状況と

なりました。町民の皆さんに情報の意味を正しく理解いただくことが今後の課

題だと考えています。 

防災相は、30 日の定例会見の周知広報のあり方というところがありまして、

臨時情報発表時における呼びかけの内容などをしっかりと検証すること、また、

さらなる見直しの必要性にも触れていました。今後、政府は対象の自治体にア

ンケートを行う予定とのことですので、その際には町としての意見も政府の方

に伝えてまいりたいと思っています。 

次に、町民への情報発信ですが、臨時情報を受けて町では、具体的な備えの

例などをホームページやＬＩＮＥ、音声放送などで周知をしています。具体的

には、マイタイムラインの作成や、事前に確認しておく防災行動として、「家

具、家電の転倒防止」「避難経路の確認」「家族との連絡手段の確認」「災害備

蓄品や非常持ち出し品の確認」などを周知をしています。 

また、地区の避難所の備蓄品や発電機の確認などをした自主防災組織もあっ

たと報告を受けているということであります。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 初めて出た臨時情報、国民の皆さんも非常に迷ったんじゃ

ないかなというふうに思っております。 

①の方に移りたいと思いますが、①については、以前の質問とちょっとダブ

るところがありましたので、回答をいただいておるところと少しダブっており

ますので、省略をさせていただきたいと思います。 

②に移ります。 

気象庁は、「南海トラフ沿いの地震活動は依然活発で大地震は平常時でも切

迫性が高く、今後いつ発生してもおかしくない」として、日頃からの備えを引

き続き実施するよう求めております。 

平成 27 年に策定された長野県地震被害想定調査報告書によると、今後、南

海トラフ巨大地震の 30 年以内の地震発生確率は 70％～80％とされ、陸側のケ

ースで震度６弱以上の揺れが生じ、高森町の建物被害、全壊・消失が 50 棟、

半壊が 550 棟、それ以外に停電や断水等のライフライン被害が発生すると予想

しています。 

私が今回注目するのは、建物被害の棟数の多さです。600 棟、想像したくあ

りません。 

そのために何をすればよいのかです。昭和 53 年の宮城県沖地震等の被害状

況を受け、昭和 56 年に建築基準法の耐震関係が見直されました。上記の報告

書での 600 棟は、昭和 56 年以前の建物と想定されます。町の調査で推計する

と昭和 55 年以前に建築された住宅は 1,590 戸で、町内住宅の 34.5％を占めて

いるとお聞きしました。 

まずは耐震診断です。耐震診断は、建物をどのように修繕すればよいのかを

建築士等が調査して判断します。この住宅の耐震診断は、所有者の負担なしで

できますので、完了しているのか、また完了していないのであれば、できるこ

との対応を早急に行っていただきたいということを提案させていただきます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今年の能登半島地震をはじめ、各地で発生をしており

ます大規模地震等を受けましてというふうに推測をいたすところでありますが、

４月に発行した広報たかもりでの耐震化の記事を見て、町民の方からの問い合

わせや申し込みが増え、今定例会の補正予算に、耐震診断及び耐震改修工事の
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増額補正をさせていただいたところでございます。 

しかしながら、３月定例会におきましても、大島議員より耐震化に対するＰ

Ｒ不足といったご指摘をいただいておりますし、今回さらにこの耐震診断など

のできることの対応を早急にといった提案をいただいておりますので、この提

案を真摯に受け止めまして、まずは耐震診断を受けていただけるよう、旧耐震

基準の該当宅へのはがき案内、これを今年度中を目途に早急に発送するよう取

り組んでまいりたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ぜひ、耐震診断は無料でできるということですので、対応

をお願いしたいと思います。 

③に移ります。 

高森町の耐震改修促進計画、この計画ですね、この計画によりますと、令和

７年度における住宅の耐震化率の目標を 90％としておりますが、達成できる

のか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） ここ数年の町で補助をしております耐震改修工事の実

績が数件程度という状況を鑑みますと、旧耐震基準の住宅の耐震化が順調に進

んでいるということは言い難い状況だというふうに町としても認識をいたして

おります。 

令和７年度に、今ご案内いただきました高森町耐震改修促進計画の見直しを

行いますが、令和５年に実施をした「住宅・土地統計調査」、この結果を踏ま

えて、耐震化率の進捗状況等もしっかり把握をしながら、目標の設定等も今後

行ってまいりたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ぜひ早めに対応をよろしくお願いしたいと思います。 

次の④の方に移りたいと思いますが、いま話をしております地震に対応する

には、耐震性のない建物は、解体をして新築するか、耐震工事をするかです。

新築するには多額の費用がかかります。 

住宅に関し耐震診断を受ける場合は所有者の負担がありませんが、耐震改修
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工事を実施する場合は、補助対象経費は改修工事費の８割で補助限度額 100 万

円、プラス県の方で 50 万円という話をお聞きしておりますので、150 万円と

なっておりますが、町の補助額の増額を再度提案したいと思います。 

再度提案する理由でございますが、先ほどお話ししました建物の想定被害

600 棟ですね、600 棟が、町の補助の増額をしたことによって少しでも安全に

なれば、例えば地震が来ても、耐震対策工事をしていない 600 棟の建物が、被

害に遭っても大丈夫だと、個人負担で解体費用、600 棟が倒壊した場合ですね、

個人負担で解体費用、それから再建費用を負担しなければなりませんが、耐震

工事をすれば、それがなくなるということですね。ですから、耐震対策工事を

して建物が壊れないメリットの方が私は大きいと考えます。 

町民の生命と財産を守る立場から、改修工事の町補助の増額を再度提案させ

ていただきます。県の方も早くやらなければということで、50 万円増額した

というふうにお聞きしておりますので、町の方の検討をお願いしたいと思いま

す。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

多田井建設課長。 

○建設課長（多田井 素君） 今ご案内いただきましたとおり、３月の定例会におき

ましても同様のご提案をいただいたところでございます。本日の一般質問にお

きましても、いわゆる補助金、支援金、いわゆる補助制度に関しましてもご質

問が出ているというところもございます。 

町にあります多種ある補助制度との均衡等も考慮をし、また、大島議員から

ご提案いただいた補助限度額の増額といったようなことも含めまして、あらゆ

る視点から、来年度予算編成以降に向けまして、今後慎重にまた検討をしてま

いりたいというふうに思います。 

３月の定例会と同様の回答になってしまいますけれども、そのように検討の

方は継続をしてまいりたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 増額増額と言いましても、やっぱり個人の財産に対する補

助をどこまでいいのか、という考え方もわかりますので、そこら辺は検討をお

願いしたいと思っております。 

最後にですが、先ほどお話ししましたが、今後、南海トラフ巨大地震の 30
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年以内の地震発生確率は 70～80％というふうに言われております。 

私、以前に防災・減災、国土強靱化の推進計画や工事管理等を担っておりま

して、町内の 600 棟の建物が倒壊等の被害を受けることを想像したくはありま

せん。そのためには、早めに耐震対策の対応をお願いしたいと思っております。 

また、前回も伺いましたが、各家庭での巨大地震の備え、家具の固定、普段

から３日分の食料や日用品の備蓄、避難経路等や家族等の連絡方法の確認など、

これも大切だと思っておりますので、引き続き町民の方にも呼びかけをお願い

したいと思っております。 

南海トラフ地震の評価検討会の平田会長は、巨大地震が起きる可能性はある

として、備えを続けるよう呼びかけております。 

今回要望しました案件を含め、引き続き町のできるだけの早い対応をお願い

し、一般質問を終わります。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を３時といたします。 

 

休 憩  午後 時 分 

再 開  午後３時００分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告９番 河合隆俊（４番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ４番、河合隆俊議員。 

○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊。 

通告に従って、災害時の「福祉的な支援」について、伺ってまいります。 

今回の質問は、７月に早稲田大学を会場に全国地方議会サミット 2024 が、

「非常事態への備え、これからの議会」をテーマに開催され、自主研修として、

三浦議員と２名で参加してまいりました。 

このサミットでは、能登半島地震や熊本地震、さらには東日本大震災を経験

された自治体の首長や議長の皆さんから、発災直後の対応を踏まえた教訓と反

省について報告があり、その中でトイレ環境の問題が挙げられました。熊本市

の市長は、発災直後の２日目からのトイレ環境について、地獄であったと、被

災直後のトイレ環境の重要性について、報告がありました。 
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そこで、災害時の今後の備えとして、トイレ環境について、質問をさせてい

ただきます。 

それでは、（１）の質問へまいります。 

能登半島地震から今月で８カ月が経ち、少しずつ復旧・復興に向けて進んで

おりますが、半島特有の地理的条件から、インフラ整備が難航しているところ

では、引き続きの支援が必要な状況となっております。 

その中、８月８日に宮崎県沖の日向灘を中心としたマグニチュード 7.1 の地

震が発生し、南海トラフ地震臨時情報が８月 15日まで出されました。 

その後も南海トラフ震源域に限らず、各地で大きな地震が起きていることか

ら、当町においても今後の大規模災害に備え、改めての取り組みが必要だと考

えます。先ほどの大島議員と関連いたしますが、回答をお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 三六災害以降でありますけれども、大きな震災の経験が少な

いこの地域において、臨時情報の発表は課題もたくさんあったとは思いますが、

改めて町民の皆さまが災害を身近に考える機会となったと考えております。 

今回の臨時情報を受けて、町が特別な呼びかけをしたということではなく、

日頃から皆さまにお伝えしていることを改めてお伝えしたということです。 

以前、町の防災対策会議で、町の防災アドバイザーをお願いしております大

蔵様からは、「防災対策や避難をして災害が起きなくても、それは空振りでは

なく素振りである」という表現をされておっしゃっておりました。 

今回は臨時情報後の大きな地震はございませんでしたが、災害はいつ・どこ

で起こるかわからないということを町民一人ひとりが常に念頭に置き、日頃の

備えの確認を繰り返し、また、定期的に地震に備え続けるということで、大蔵

氏の言う「素振り」をし続けるという、そういった意識が生活の一部となるよ

う、これまでどおり町民の皆さまへ、防災の意識啓発のための周知を推進して

いく必要があると感じているということであります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいまの答弁にありましたように、町民一人ひとりが、地

震への備えというものの捉え方が生活の一部になることで、万が一大きな災害

が起きても人命が失われない、そんな取り組みを、意識を持っていくことが大
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切かなというふうに感じております。 

それでは、関連質問①へまいります。 

当町では、令和４年３月に、災害時における緊急物資輸送及び物資配送拠点

の運営に関する協定を、また、同 11 月には、災害時における応急必需物資の

供給に関する協定を、地元の企業や団体と結んでおります。 

このような協定は、防災計画の上でも非常に重要な役割を担い、被災者の生

活を守るものだと考えます。 

そこで、これまでに災害時の応援協定を締結した協定先と、物資の見直しや

避難所への輸送経路、また、避難所運営などの協議を定期的に行っておられる

か、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） これまで災害協定を結んだ事業所等との定期的な協議と

いうことは実際には行ってきておりません。 

町とすれば、町民の皆さまに防災対策等、日々の対応を呼びかける立場でご

ざいます。改めて町としても、協定先との内容、あるいは確認、そういったと

ころの認識のすり合わせを含めて実施していきながら、実効性を高めてまいり

たいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 定期的な協議をまだ行ってこられないということであります。

どうか平時から協定先との非常時に対しての確認をしておくことで、実際に起

きたときには円滑に支援が行えるのかなと思いますので、ぜひ協議を行ってい

ただくよう要望いたします。 

それでは、関連質問②へまいります。 

国の中央防災会議は、今年６月、災害対応の基礎となる防災基本計画を修正

し、今回の能登半島地震で高齢者らを含む要配慮者が数多く被災したことを踏

まえ、災害応急対策に「福祉的な支援」の必要性を明記いたしました。災害応

急対策の「福祉的な支援」及び保健衛生環境の整備について、今後の当町の取

り組みについて、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） ６月 28 日、防災基本計画が改定、避難所に暮らす
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被災者に対し、福祉的支援を行うということが追記されました。 

具体的には、段ボールベッドや間仕切りを備蓄しておき、避難所開設当初か

ら設置する。栄養バランスのとれた適温の食事や入浴、洗濯に必要な水を確保

する。トイレカーを設置することなどが想定されています。 

福祉的ということは、乳幼児から子ども、高齢者、障がいがある方など、そ

の方の状況に応じた支援、被災された方が安全に少しでも気持ちよく過ごすこ

とができる環境を整備することだと考えます。 

福祉施設や医療機関との連携、個別避難計画の策定等進めているところでは

ございますが、今回新たに「福祉的な支援」が明記されことで、改めてどうい

った支援が必要か、確認をしてまいりたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） それでは、③の関連質問へまいります。 

2022 年の国の調査では、防災担当の女性職員が１割以上の市町村は、防災

担当の女性職員がいない市町村に比べ、女性や乳幼児向け用品・介護用品の備

蓄割合が高い傾向がみられました。災害への備蓄用品に女性の視点は大変重要

だと考えます。 

今回の能登半島地震の避難所となった珠洲市内の小学校では、女性看護師の

提案で、下着や紙おむつといった支援物資を保健室に置き、女性民生委員を交

代で常駐させるといった対応を取った結果、女性の避難者からは、「人目を気

にせず用品を取りに来られた」という声があったそうであります。 

当町の備蓄用品は、女性や子ども、そして高齢者が必要としている備蓄とな

っておられるか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 議員がおっしゃるように、備蓄品の準備や避難所のレイ

アウト、あるいは運営につきまして、過去の災害においても女性の視点の重要

性が言われております。 

高森町では、避難所運営に携わる保健師、高森町の場合は、保健師すべて女

性ですが、その職員の視点で、女性向けの備蓄品、また品目の選定などを行っ

ております。 

完全かと言われれば、また課題もあるかもしれませんが、女性職員の視点で

配備をしているということでございます。 
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また、現在、高森町の総務課防災安全係の職員２名おりますけれども、うち

１名が女性でございます。 

また、町が進める防災士の会でありますが、高森町防災士会、現在 38 名の

メンバーがおりますけれども、このうち 11 名の方は女性でございます。 

これからもこのような防災に関わる女性の意見を町の防災対策に反映してま

いりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいまの答弁に、女性の方が多く関わっていただきまして、

備蓄品にもその女性の声が反映されているということで、大変安心いたしまし

た。引き続き、子どもからお年寄りまでの必要としている物資についての備蓄

の方をよろしくお願いいたします。 

それでは、ここからは簡易トイレと携帯トイレについての質問として伺って

まいります。 

関連質問④へまいります。 

高森町地域防災計画の第 15 節に、生活必需品の備蓄、調達計画の中で、各

家庭の対策として、災害に備えて、最低でも３日分から可能な限り１週間分の

食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパーなどの備蓄を図ることとなっ

ております。しかし、この３日分から１週間分というこの食料すべてを揃えて

いる町民の皆さんはなかなか少ないのではないかと感じております。 

この備蓄の中でも携帯トイレについて伺ってまいりますが、能登半島地震で

も、発災直後に水が使えず、便があふれ、通常のトイレが使用できないという

ところが多く見られたそうであります。 

国によるプッシュ型支援により、仮設トイレが各地の避難所に届き始めたの

は、発災から４日目以降と伺っております。つまり発災から３日間は、自治体

で携帯トイレ等を確保しなければなりません。トイレが不足することにより、

特に高齢者は飲食を控え、体力が消耗し、エコノミー症候群になる方が増加す

るなど、二次災害が心配されるところであります。 

災害時においてのトイレ環境を改善することは、災害関連死を防ぐために不

可欠な取り組みであり、被災者の命を守る取り組みとして重要だと考えます。 

今後の災害に備えて想定される最大避難者数などを基に、携帯トイレの備蓄

計画の見直しをするとともに、必要数を備蓄していくべきと考えますが、当町

における携帯トイレの備蓄の現状と今後について、伺います。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 大規模地震の際には、トイレに限らず、町役場を含めた

公助の支援、こういったものが入り始めるのは数日かかるといわれておりまし

て、町では、それまでは自助と共助を中心とした備え、支えあいをお願いして

おります。 

災害時のトイレ対策とすれば、町では、災害時に上下水道が止まった際にも

衛生的に使用できる「自動排泄処理トランク型ポータブルトイレ」、この備蓄

を進めております。主には避難所に設置するといった考えでございまして、携

帯トイレの備蓄というものは、町として現在行っておりません。 

ただし、トランク型トイレにつきましては、消耗品のストックによって使用

回数に限りがあること、また本体も高価であることから、携帯トイレなど他の

手段の備蓄も幅広く考えていくことの必要性も認識しております。 

また、住民向けにつきましては、高森町のマイタイムラインの周知をいま図

っておりますけれども、そういったところを通じながら、各家庭において食料

を含め事前に備蓄していくもの、この啓発は引き続きやってまいりたいと思っ

ております。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいま答弁の中で、次の関連質問のトランク型トイレにつ

いて説明をいただきましたので、ここは省かせていただいて、次の関連質問⑥

へまいります。 

関連質問⑥、災害発生直後の避難所生活では、この携帯トイレ、簡易トイレ

が正しく使えなければ衛生環境を維持できないことから、各地区の運営マニュ

アルなどに反映する必要があると考えます。平時に携帯トイレや簡易トイレを

正しく使えるように、町民への周知をする機会が必要だと考えますが、どのよ

うにお考えか、お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） はじめに、地域運営マニュアルへの反映というご提案で

すが、高森町には地域ごとの防災計画があり、避難所運営の記載がある地区も

ございますけれども、こちらについて、過去に作成したままで役員も引き継が

れていないとか、更新されていないと、こういった課題もありました。 
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そこで、現在主に進めておりますのは、災害前の準備や当面の行動をわかり

やすくまとめ、町民の皆さんに共有できる地区タイムライン、この普及を進め

ています。 

ただ、将来的には地区タイムラインの時点ごとの具体的な行動を明確化し、

マニュアル化していく、こういったことになろうかと思いますので、そのタイ

ミングでただいまのような提案も含めてまいりたいと思います。 

また次に、平時の携帯トイレ等の町民への周知ということでございますけれ

ども、本年度、町のトランク型トイレ導入後に、各区の主たる避難所にトラン

ク型トイレを１個ずつ配置する予定でございます。配置後は、地区の訓練で展

示いただくなど町民へ周知も想定しておりますし、また、町の防災対策会議な

どで展示をし、関係の皆さまに見ていただくといったことも計画してまいりた

いと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいまの答弁の中に、各地区の運営マニュアルの方へ再度

確認をしていただけるということであります。そのタイミングで、携帯トイレ

の使い方というのも、その中にわかりやすく載せていただくことを要望いたし

ます。 

それでは、次の関連質問の⑦へまいります。 

災害時のトイレの問題で特に影響を受けられる方は、高齢者などの介護が必

要な方であります。厚生労働省は、高齢者介護福祉施設に対する業務継続計画

において、携帯トイレや簡易トイレの備蓄を求めておりますが、今回の能登半

島地震でも、介護福祉施設でのトイレ問題が発生したと伺っております。 

そこで、当地域の介護福祉施設の携帯トイレ、簡易トイレの備蓄等の状況を

確認し、必要に応じて備蓄を支援する必要があると考えます。福祉施設におけ

る携帯トイレ等の備蓄について、現状と今後の課題を伺いたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 町内にあります介護福祉施設、また障がい者福祉施

設の方にトイレの備蓄について状況を調査させていただきましたが、携帯トイ

レが 1,156回分、簡易トイレは 46個備蓄しているとのことでした。 

施設により備蓄量に差があり、介護施設の方が備蓄数は少ない傾向のようで

す。ただし、介護施設は、常時、紙おむつやポータブルトイレまたは給水シー
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ト等が整備されており、それらを活用した対応になるとのことでした。 

介護福祉施設、障がい福祉施設それぞれ施設ごとで災害時の業務継続計画を

作っていただいておりまして、その中で備蓄品、備蓄数についても確認をしな

がら進めていただいているところです。施設管理者と情報交換をする中で、町

がどのような支援が必要か、一緒に考えていきたいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） これからもこの介護福祉施設との情報交換を密にとっていた

だきまして、備蓄品が不足することのないようお願いしたいと思います。 

それでは、最後の関連質問⑧へまいります。 

この質問は、冒頭で触れました地方議会サミットの中で、参加した約 300 の

自治体の議員で、９月議会でトイレカーやトイレトレーラーの整備について、

各自治体で１台ずつ整備することで、災害時には全国から被災地への支援に取

り組めるような、そんな確認をしたことから、今回提案するものであります。 

今回の能登半島地震を機に、全国の自治体で、トイレカーやトイレトレーラ

ーを導入する動きが出ております。 

災害派遣トイレネットワークプロジェクト、みんな元気になるトイレを展開

している一般社団法人助けあいジャパンは、災害時にほかの市町村への派遣が

できる仕組みを整えており、能登半島地震では、被災した石川県の奥能登に、

全国の自治体が持っているトイレトレーラーが 20 台ほど駆けつけ、衛生的な

トイレ環境を提供したと伺っております。トイレカーやトイレトレーラーの購

入には、総務省消防庁の緊急減災・防災事業債において、７割が返済不要とな

っており、３割についても寄附等で充当が可能となっております。 

災害時におけるトイレ環境の整備は、命を守る取り組みに通じるため、当町

においても、トイレカーやトイレトレーラーの整備を提案していきたいと思い

ますが、お考えをお聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 能登半島地震では、上下水のインフラが長期にわたって

使用不能となったことから、全国からトイレの応援があり、特にトイレトレー

ラーは被災地で活躍したとお聞きしています。 

他自治体支援におけるトイレトレーラーの有効性は十分に理解できます。し

かし、いま議員から財源のお話もいただきましたが、トイレトレーラーは大き
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さや仕様により価格が異なるものの、数百万円から高いものでは数千万円いた

します。また、購入だけでなく、その後の維持管理や普段の利活用なども考慮

すれば、現状では、これまでご提案いただいたトイレ対応、あるいはこれから

の公共施設等の整備において、災害時でも快適に活用できるトイレの仕組みを

考えておくことの方が現状では有効かと考えています。 

仮に配備する場合でも、価格等を考えると、県ですとか、ある程度広い範囲

で検討すべきとも考えます。現在検討が進められている長野県の地震防災対策

強化アクションプラン、これは仮称ですけれども、これによりますと、避難所

のトイレ環境の確保策として、水洗化・バリアフリーの組み立て式トイレを広

域配備となっておりまして、県とすれば、トイレトレーラーの導入は検討され

ていません。 

しかし、災害時のトイレ対策は、さまざまな災害の経験を生かし、現状あり

きではなく、どんどん改善されていくものです。県や町が今後の災害時の町民

のトイレ環境の改善を検討していく上で、今回、議員からご提案いただいた内

容も参考にさせていただきたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいま答弁の中で、県の方が組み立て式トイレということ

で検討しているということをお聞きしました。 

いずれにしましても、トイレ環境、災害が起きたときには第一になるかなと

思いますので、これからも検討をお願いしたいと思います。 

最後になりますけれども、災害はどこで、いつ起きるかわかりません。定例

会の冒頭で町長のあいさつにもありました、地震への備えが生活の一部となる

ような意識を持つこととございました。私も、そのような意識を町民一人ひと

りが持つことで、たとえ被災したとしても人命が奪われないこと。また、被災

しても被害を最小限にとどめることにつながると感じております。 

今後も災害に強い高森町に向けた取り組みをお願いして、今回の一般質問を

終わります。 

○議長（岩口友雄君） これで一般質問を終わります。 

 

 


